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概要書 
 
国際会計基準審議会（IASB）は、2008 年 1月、国際財務報告基準（IFRS）第 3号「企
業結合」の改訂基準を公表した。同基準において、非支配持分は、取得日における非支配
持分の公正価値又は取得企業の識別可能純資産の公正価値の比例持分額のいずれかで測定
するものとしている。前者の方法で測定すれば、非支配持分に帰属するのれんも認識され
（全部のれん方式）、後者の方法によれば認識されるのれんは有償取得部分に限られる（購
入のれん方式）。 
また、2007 年 12 月に米国財務会計基準審議会（FASB）が公表した財務会計基準書第
（SFAS）141号「企業結合」の改訂基準においては、全部のれん方式のみが認められてお
り、2008 年 12月に改訂された企業会計基準委員会（ASBJ）公表の企業会計基準第 21 号
「企業結合に関する会計基準」は購入のれん方式のみを認めている。このように、日本の
現行基準は IFRS および米国の各基準とも異なるものであり、各基準すべてが異なる規定
を設けている。 
このように三者三様の規定があり、会計基準のコンバージェンスやアドプションという
言葉の浸透が進む昨今において、本来は全部のれん方式と購入のれん方式のどちらが選択
されるべきであるのかを明らかにしようというのが本論文の目的である。 
 
そこでまず第 1章では、少数株主持分相当ののれんの会計処理について主要な会計基準
でそれぞれ異なる規定を設けていることを指摘した。また、全部のれん方式と購入のれん
方式は、それぞれどのような論拠に基づいて支持されているのかについてを簡単に概観し、
論点を明らかにした。 
第 2章では、主要な会計基準について、それぞれにおけるのれんの取り扱いを詳細にレ
ビューし、現在の会計基準間の相違点を明らかにした。 
第 3章では、連結基礎概念の一つである経済的単一体概念に立てば、全部のれん方式を
正当化できるのかという問題意識から、連結基礎概念と少数株主持分相当ののれんとの関
係について検討した。そこでまず第 1 節では、連結基礎概念について体系的に記述した
Baxter and Spinney（1975）をレビューした。次に第 2節では、連結基礎概念と会計主体
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論とのつながりも詳細に検討されている黒川(1998)をレビューし、これに検討を加えた。
その結果、連結基礎概念は会計主体論とは無関係であり、連結基礎概念の議論をするとき
に会計主体論を踏まえる必要はないことを確認した。そして第 3節では、経済的単一体概
念によって本当に全部のれん方式が正当化できるかについて検討した。そこでは、親会社
株主に帰属する親会社ののれんは認識されない一方で、少数株主に帰属する子会社ののれ
んは認識されるという全部のれん方式は、経済的単一体概念の考え方にはそぐわない可能
性があることを明らかにした。 
第 4章では、全部のれん方式の是非について、のれんという資産の観点から検討をおこ
なった。まず第 1節では、のれんとはいかなるものだと考えられているのかについて、の
れん観やのれんの構成要素など、複数の観点からのレビューをおこなうことによって確認
した。 
第 2節は、少数株主持分相当ののれんの資産性についての検討をおこなうことを目的と
した。そこでまず、資産の定義と貸借対照表上での認識規準についてを確認した。その上
で、のれんが資産の定義に合致するかについて検討し、購入のれんについてはこれに合致
することを示した。しかし少数株主持分相当ののれんについては、経済的単一体概念に立
った場合に限り、これは資産性を有すると結論づけた。そして、少数株主持分相当ののれ
んが貸借対照表上で認識可能なのかという資産の認識規準について検討し、その結果、当
該のれんは企業集団の投資とは無関係であり、この認識規準は充足されないとした。つま
り、少数株主持分相当ののれんは日本の概念フレームワークに従った場合において、貸借
対照表上で認識することができないものであると考えられる。 
第 3節では少数株主持分相当ののれんと自己創設のれんとの関係についての考察をおこ
なった。そこでまずは、自己創設のれんの定義と、これの計上を禁止している会計思考に
ついて触れた。その上で、少数株主持分相当ののれんはこういった自己創設のれんに該当
するのかを考察した。これについて経済的単一体概念に立てば当該のれんは自己創設のれ
んに該当するが、一方で親会社概念に立てば自己創設のれんには該当しないと考えること
ができる。ただし親会社概念に立った場合においても、少数株主持分相当ののれんは自己
創設のれんが資産認識できない論拠となっている特徴を有していると結論づけた。 
第 4節では、全部のれん方式が他の会計処理との整合性の観点から主張されていること
から、当該主張の正当性に関して検討を加えた。そこでまず全面時価評価法との整合性に
関して、親会社株主持分の取り扱いについては度外視する一方で、少数株主持分の取り扱
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いだけを考えて整合性を主張することに疑問を呈した。次に、のれんとのれん以外の資産
との整合性の観点からも検討をおこなった。のれんは他の資産とは異なる異質性を有して
いることをまず指摘し、そして資産の性質によってその測定だけでなく認識面においても
差異が設けられている現行基準を取り上げることによって、のれんが他の資産と同様に資
産性を有するという理由だけでもって、少数株主持分相当ののれんについても他の資産と
同様に認識されなければならないとする論拠の脆弱さを指摘した。 
 
第 5章では、全部のれん方式について、少数株主持分の測定方法について検討をおこな
った。そこで、まず第 1節では負債と資本の区分の問題を簡単に概観し、少数株主持分は
資本の側に含まれるものとの前提を置いた。その上で、第 2節では少数株主持分を公正価
値で測定することの是非を検討した。その結果、現在一般に考えられている公正価値会計
モデルにおいてさえも、資本は資産と負債の差額から従属的に導かれるものであることを
指摘した。そして第 3節では、購入のれん方式を採用すれば資本が資産を規定することに
なってしまうという、全部のれん方式を支持する論拠について検討した。ここでは購入の
れん方式においてのれんを規定しているのは資本ではなく、対価の測定値であると結論づ
け、本来は資産が資本を規定すべきであり、この因果関係が逆転している購入のれん方式
は正当化できないという論拠について否定した。 
 
以上のように、本論文では少数株主持分を公正価値で測定し、これに帰属するのれんも
認識するという全部のれん方式についての検討を、①連結基礎概念の観点から、②のれん
という資産の観点から、そして③少数株主持分という資本の観点からおこなった。その結
果、本論文で確認した全部のれん方式を支持しているそれぞれの論拠は、その根拠が薄弱
であることを指摘した。さらに、全部のれん方式は会計処理として肯定できないばかりか、
会計の根底にある役割に照らせばリジェクトされるべきものであると結論づけている。 
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第 1 章 序論 
 
国際会計基準審議会（IASB）は、2008 年 1月、国際財務報告基準（IFRS）第 3号「企
業結合」の改訂基準を公表した。ここでは従来の少数株主持分（Minority Interest）とい
う呼称は非支配持分（Non Controlling Interest）に変更された。同基準において、非支配
持分は、取得日における非支配持分の公正価値又は取得企業の識別可能純資産の公正価値
の比例持分額のいずれかで測定するものとしている。前者の方法で測定すれば、非支配持
分に帰属するのれんも認識され（全部のれん方式）、後者の方法によれば認識されるのれん
は有償取得部分に限られる（購入のれん方式）。両者の処理方法に関して、どちらか一方の
処理方法だけでは、基準の公表に要する人数の委員の支持を得られなかったという背景か
らも、どちらの処理に統一すべきか、IASB 内で現在も決着がついていないのであろう。 
また、2007 年 12 月に米国財務会計基準審議会（FASB）が公表した財務会計基準書第
（SFAS）141号「企業結合」の改訂基準においては、全部のれん方式のみが認められてお
り、2008 年 12月に改訂された企業会計基準委員会（ASBJ）公表の企業会計基準第 21 号
「企業結合に関する会計基準」は購入のれん方式のみを認めている。このように、日本の
現行基準は IFRS および米国の各基準とも異なるものであり、各基準すべてが異なる規定
を設けている。 
 
 全部のれん方式が主張される主要な論拠として、企業結合においては少数株主持分を
他の資産との整合性の観点1から公正価値で測定しなければならないことや、少数株主持分
の取得日公正価値による情報の意思決定有用性が挙げられている（IFRS3 BC207）。また、
経済的単一体概念に従うことによる少数株主持分相当ののれん認識の正当化もされている
2。さらに、Moonitz（1951）によれば、「資産と負債から入って資本主持分にたどりつく
という手順で会計を行うべき」であり、「別のいい方をすれば、資本主勘定に割り当てられ
                                                 
1 川本（2004）は他の資産との整合性には 2つの観点があるとしており、それはのれんを
除く子会社資産が全部連結・全面時価評価されていることとの整合性の観点と、のれんと
それ以外の資産を同じように扱うべきと考える、資産たるのれんとのれん以外の資産との
整合性の観点だとしている（p. 51）。 
2 Baxter and Spinney（1975, pp. 35-36） 
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る価値の大きさは、資産と負債にそれぞれ割り当てられる価値の大きさ如何によって決ま
り、等式における主独立変数は資産全体の価値なのである」。資産と負債から資本を導くと
いうこの手順は、「企業は、その管理下にある資産の現在および将来にわたる増加という形
でその所有者のために価値をうみ出す」という事実、すなわち資産を使用して資本価値を
生み出すという事実を反映したものである。したがって、「株式資本金に一定の価値を割り
当てておき、ついでその価値に見合う金額の資産をこしらえだす」というやり方は「簿記
の手続から合理的要素を剥ぎとってしまうもの」であるとされる。ここから、少数株主の
存在の如何によりのれんの金額が変わるというのはこの原則に反するものであり、全部の
れん方式が正当化される（pp. 38-39, p. 118）。そして山内（2010）では、全部のれん方式
の論拠が①のれんの資産性、②少数株主持分に対する支配概念および網羅性の重視、③ス
トック情報の重視、④原価即事実説との整合性、⑤測定手法の向上の 5つにまとめられて
いる（p. 246）。 
 対して、購入のれん方式を支持する論拠として、少数株主持分に属するのれんを推定計
算して計上することに関する問題や、のれんの計上は有償取得に限るべきであるとする自
己創設のれんの計上を否定する考えが挙げられている3。また全部のれん方式は、少数株主
持分についてものれんを認識し、測定するため、仮想的会計のように映り、市場関係者か
ら納得感のない会計処理として受け止められていることや、企業結合に係る処理4とは整合
していても、全体が事実と整合していないと映るといった主張もある5。川本（2004）も
この問題に関して、全部のれん方式を全面時価評価法との整合性から正当化しようという
IASB の試みは、局所的には理に適っているように見えるが、会計全体としての理屈にあ
っているかで問題があるとしている（p.58）。 
 
 このように、全部のれん方式の是非を巡っては様々な主張があり、本論文では、論理的
帰結として全部のれん方式と購入のれん方式のどちらを支持すべきであるかについての考
察を行う。そこでまずは主要な会計基準を概観する。次に貸借対照表の貸方項目である少
数株主持分に関して、連結基礎概念などに照らして検討する。そして、貸借対照表の借方
項目であるのれんについて、その資産性を検討し、会計上認識すべきものであるかを検討
                                                 
3 第 2章に詳述。 
4 企業結合時の対価の測定や、企業結合後の非支配株主と企業の取引にかかる会計処理な
ど。 
5 西川（2012）pp. 50-51。 
３ 
する。最後に、少数株主持分を公正価値で測定することの是非を検討し、これらをもって
全体の結論を形成する。 
なお、「少数株主持分」という名称に関して、IAS 第 27 号「連結及び個別財務諸表」BC28
では「非支配持分」に改めた旨が記載されている。その根拠として表現の正確性が挙げら
れているが、本論では後述する日本基準に従い、「少数株主持分」とする。また、「購入の
れん」に関しても、「部分のれん」や「買入れのれん」といった呼称も考えられるが、後述
の日本基準による「購入のれん」に従うものとする。 
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第 2 章 企業結合のれんに関する主要な会計基準 
 
2.1 日本基準 
 
 企業会計基準委員会は 2008 年 12 月、旧来の基準を改正した企業会計基準第 21 号「企
業結合に関する会計基準」（以下、企業結合基準）を公表した。これは、国際的な会計基準
が持分プーリング法を廃止し、我が国の企業結合会計との乖離が生じていたという背景が
あったとされている（企業結合会計 63）。また、当基準の改正にあたって、2007 年 8月に
国際会計基準審議会と共同で公表した会計基準のコンバージェンスに関する「東京合意」
を踏まえ、持分プーリング法の廃止及び取得企業の決定方法、株式の交換の場合における
取得原価の算定方法、段階取得における取得原価の会計処理、負ののれんの会計処理、企
業結合により受け入れた研究開発の途中段階の成果の会計処理等、の 5つの項目を中心に
審議が行われたとされている（企業結合基準 64）。 
 また、2008 年には企業会計基準第 22 号「連結財務諸表に関する会計基準」（以下、連
結基準）が公表された。ここでは、「連結財務諸表原則」において連結調整勘定とされてい
た投資と資本の相殺消去差額の名称が、のれん又は負ののれんに改められた（連結基準 53）。
またこののれんは、企業結合会計基準第 32 項（又は第 33項）に従って処理するものとさ
れている（連結基準 24）6。したがって、のれんに関わる会計処理に関しては、主に企業
結合基準と連結基準に規定されている。 
連結財務諸表の作成にあたっては、支配獲得日において、子会社の資産及び負債はすべ
て支配獲得日の時価により評価するものとされる（連結基準 20）。すなわち、日本基準で
は親会社は子会社の資産、負債に関して、親会社持分部分のみを認識、測定するという比
例連結ではなく、資産、負債のすべてを認識、測定する全部連結を採用している。 
また、子会社の資産、負債の時価と簿価との差額に関して、親会社持分部分のみを資産、
負債の評価額に反映させる部分時価評価法ではなく、その差額すべてを資産、負債の評価
額に反映させる全面時価評価法を採っている。この時価により評価する子会社の資産及び
負債の範囲に関しては、親会社の持分を重視する考え方に基づく部分時価評価法と、親会
社が子会社を支配した結果として子会社が企業集団に含まれることになった事実を重視す
                                                 
6 なお、連結基準は 2010 年及び 2011 年にも改正されたものが公表されている。 
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る考え方に基づく全面時価評価法があるとされる（連結基準 61）。 
両者の方法に関して、平成 9年に連結原則が公表される以前は、部分時価評価法と同様
の処理が行われてきたが、当該連結原則では、国際的な動向も考慮され、全面時価評価法
による処理も認められることとなった。そして、平成 20 年に公表された連結基準では、
実務における部分時価評価法の採用はごくわずかであること、平成 15 年公表の「企業結
合に係る会計基準」では全面時価評価法が前提とされていたこととの整合性の観点から、
という 2点を根拠として、全面時価評価法のみが採用されることとなった（連結基準 61）。 
 
親会社の子会社に対する投資とこれに対応する子会社の資本は、相殺消去する。この時、
親会社の子会社に対する投資の金額は、支配獲得時の時価による（連結基準 23）。そして
子会社の資本は、すべて支配獲得時の時価により評価された子会社の資産と負債の差額と
され（連結基準 20）、当該資本は親会社に帰属する部分と少数株主に帰属する部分とに分
け、前者が子会社に対する投資と相殺消去され、後者は少数株主持分として処理される（連
結基準 26）。すなわち、少数株主持分の金額は、子会社の個別貸借対照表上の純資産の部
における株主資本及び評価・換算差額等と評価差額からなる子会社資本の金額を、少数株
主の持分比率で比例按分した額となる。 
 したがって、日本の会計基準において、のれんは親会社の投資と、それに対応する子会
社資本の差額としてしか測定されないため、少数株主に帰属するのれんは認識されない。
また、のれんは企業結合会計基準に従って処理するものとされる（連結基準 24）。資産と
して計上されたのれんは、20年以内のその効果の及ぶ期間にわたって、定額法その他の合
理的な方法により規則的に償却するものとされる（企業結合基準 32）。ただし、のれんの
金額に重要性が乏しい場合には、当該のれんが生じた事業年度の費用として処理すること
ができる（企業結合基準 32）。 
 
のれんの計上に関して、企業結合会計 98に以下のように述べられている。「のれん（又
は負ののれん）の計上に関しては、少数株主持分に相当する部分についても、親会社の持
分について計上した額から推定した額などによって計上すべきであるとする考え方（全部
のれん方式）もあるが、推定計算などの方法により少数株主持分についてのれん（又は負
ののれん）を計上することにはなお問題が残されていると考えられる。また、平成 9年連
結原則においても、のれん（又は負ののれん）の計上は有償取得に限るべきであるという
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立場（購入のれん方式）から、この考え方は採用されていない。そこで、本会計基準にお
いても、この立場を踏襲することとする」。すなわち、日本基準においては、少数株主持分
に相当するのれんの測定方法の問題と、有償取得されていないのれんを認識するという自
己創設のれん認識の問題という 2点を全部のれん方式不採用の根拠として挙げている。 
 そしてのれんの会計処理方法として、その効果の及ぶ期間にわたり「規則的な償却を行
う」方法と、「規則的な償却を行わず、のれんの価値が損なわれた時に減損処理を行う」方
法が考えられる（企業結合基準 105）が、先に確認したように日本の基準では前者の方法
が採られている。企業結合基準 105ではその根拠として、規則的な償却を行えば企業結合
の成果たる収益と、その対価の一部を構成する投資消去差額の償却という費用の対応が可
能になること、当該方法は投資原価を超えて回収された投資額を企業にとっての利益とみ
る考え方とも首尾一貫していること、企業結合により計上したのれんの非償却による実質
的な自己創設のれんの計上を防ぐことができること、のれんの効果の及ぶ期間及びその原
価のパターンの予測可能性などに鑑みると当該方法の方が合理的であることなどが挙げら
れている。 
 
また、日本基準において、のれんを積極的に定義した文言は見受けられないが、企業結
合基準 98では、以下のように述べられている。すなわち、「取得企業は、被取得企業から
受け入れた資産及び引き受けた負債の時価を基礎として、それらに対して取得原価を配分
することとなる（中略）その際、取得とされた企業結合の特徴の 1つとして、取得原価と
しての支払対価総額と、被取得企業から受け入れた資産及び引き受けた負債に配分された
純額との間に差額が生じる場合があり、この差額がのれん又は負ののれんである。」とされ
る。すなわち、現行の日本基準においてのれんは投資と資本の差額とされ、後述する IFRS
などのように、その性質からは定義されていない。 
 
2.2 国際財務報告基準 
 
国際財務報告基準第３号（以下、IFRS3）「企業結合」は 2004 年 3 月に国際会計基準会
（以下、IASB）により公表され、IAS 第 22 号「企業結合」と 3つの解釈指針7が置き換え
                                                 
7 SIC 第 9号「企業結合―取得と持分の結合の分類」 
SIC 第 22 号「企業結合―当初報告された公正価値とのれんの事後修正」 
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られた。その後、2008 年 1月に IASB は改訂された IFRS3 を公表し、2009 年 7月に発効
された。この改訂された IFRS3 は、IASB 及び米国財務会計基準審議会（FASB）との共
同の取組みの一環として開発されたものである（IFRS3 IN1）。IASB と FASB は企業会計
の会計処理について 2つのフェーズに分けて取り扱い、第 1フェーズでは各審議会が別々
に審議を行った。その結果、第 1フェーズでの最初の結論として、企業結合は実質的にす
べて取得に該当し、したがって企業結合の会計処理として取得法のみを採用することが決
定された。つまり持分プーリング法が廃止され、さらにのれんの規則的償却も禁止された。
そして両審議会は、第 2フェーズにおいては同じ結論に至ることを目的に共同で基準作成
に取り組み、当基準及び財務会計基準書第 141 号「企業結合」を発行し、IAS 第 27 号「連
結及び個別財務諸表」及び財務会計基準書第 160 号「連結財務諸表における非支配持分」
の関連する改訂を発効し、第 2 フェーズを完了した（IFRS3 IN2）。ここでは新たに全部
のれん方式が提案されている。 
 
企業結合において、取得企業は、取得日時点に取得した識別可能な資産、引き受けた負
債及び被取得企業のすべての非支配持分を認識する（IFRS3 10）。そして、取得した識別
可能な資産及び引き受けた負債は、取得日公正価値で測定しなければならない（IFRS3 18）。 
また、取得企業は、被取得企業に対する非支配持分のうち、現在の所有持分であり、清
算時に企業の純資産に対する比例的な取り分を保有者に与えているものに関して、（a）公
正価値、もしくは（b）被取得企業の識別可能純資産の認識金額に対する現在の所有権商
品の比例的な取り分、のいずれかで測定するものとされている（IFRS3 19）。 
 すなわち、少数株主持分それ自体を公正価値で測定する方法のほか、少数株主持分の測
定に関して、IFRS では子会社資本の金額を少数株主の持分比率で比例按分するという日
本基準と同様の方法も認めている。 
 そして IFRS は、次の（a）が（b）を超過した額を取得日時点ののれんとして認識する
ことを求めている。 
 
 
 
（a）次の総計 
                                                                                                                                                    
SIC 第 28 号「企業結合―『交換日』と持分証券の公正価値」 
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（1）本基準に従って測定した、移転された対価 
（2）本基準に従って測定した、被取得企業の全ての非支配持分の金額 
（3）段階的に達成される企業結合の場合には、取得企業が以前に保有していた被取得企
業の資本持分の取得日公正価値 
（b）本基準に従って測定した、取得した識別可能な資産及び引き受けた負債の取得日に
おける正味の金額 
  
 したがってのれんは、少数株主持分を公正価値で測定するのか、もしくは被取得企業の
識別可能な純資産の比例持分で測定するのかによって、その金額は異なることになる。被
取得企業にのれんが存在する場合に、少数株主持分を公正価値で測定すれば、当該測定金
額と少数株主持分に対応する被取得企業の識別可能な純資産額との差額が、少数株主持分
ののれんとして認識、測定される。また少数株主持分を被取得企業の識別可能な純資産の
比例持分で測定した場合には、日本基準と同様、少数株主持分にかかるのれんは認識され
ない。 
 
 IFRS では、少数株主持分を公正価値で測定する根拠として、まずこれは他の構成要素
と同様に処理しなければならないという、のれん以外の資産・負債を全面時価評価するこ
ととの整合性の観点が示されている（IFRS3 BC207）。また少数株主持分の金額の算定方
法を特定するのではなく、測定属性を特定することによって、少数株主持分に関する情報
の意思決定における有用性は改善され、そしてその測定属性は他の構成要素と同様に公正
価値であるべきことが述べられている（IFRS3 BC207）。そして、「非支配持分の取得日
公正価値に関する情報は、取得日時点のみではなく、将来においても、親会社の株式の価
値を見積る際に有用である」（IFRS3 BC207）とされ、さらに公正価値で測定される資
本のその他の内訳との整合性を保つ観点からも少数株主持分の公正価値測定が肯定されて
いる（IFRS3 BC208）。 
 しかし被取得企業の少数株主持分の測定には２つの方法（公正価値及び被取得企業の識
別可能な純資産の比例持分）が選択可能であり、このことは本来 IASB にとって財務諸表
の比較可能性の観点から最適の方法ではないが、両方法のいずれもが十分な数の審議会メ
ンバーの支持を得ることができなかったため、少数株主持分の測定規準の単一化は達成さ
れなかった（IFRS3 BC209 210）。 
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また IFRS におけるのれんは、IFRS3 の付録 A で「企業結合で取得した、個別に識別さ
れず独立して認識されない他の資産から生じる将来の経済的便益を表す資産」と定義され
ている。そして IFRS では当該定義におけるのれんの測定方法として、直接的にこれを測
定することはできないため、残余として測定する（IFRS3 BC207）ことになるのである。 
 
2.3 米国基準 
 
 財務報告基準書第 141号（以下 SFAS141）「企業結合」は FASB によって、IASB との
企業結合プロジェクトの第 1フェーズの結果として 2001年 6月に発効された。その後 2007
年に SFAS141 は改訂され、そして 2009 年より FASB Accounting Standards Codification
（以下 Codification）に置き換えられた。なお、SFAS141「企業結合」は Codification で
は Topic805 に分類されている。 
 2007 年に改訂された SFAS141 の目的として、企業結合とその影響についての財務報告
において、報告主体が提供する情報のレリバンスや信頼性、そして比較可能性の改善にあ
るとされている（Topic805-10-10-1）。そして、これらの達成のために、Topic805-10-05-2
では以下についての原則と要求が規定された。 
a. 財務諸表における識別可能資産・負債と被取得企業のすべての非支配持分の認識、測
定方法。 
b. 企業結合によって取得されるのれんもしくは負ののれんの認識、測定方法。 
c. 財務諸表利用者にとって企業結合の性質と財務上の影響の評価が可能になるために、
いかなる情報を公表すべきかについての決定方法。 
 
 企業結合において、取得企業は被取得企業の識別可能資産、負債、そして非支配持分に
ついて取得日の公正価値で測定することとされている（Topic805-20-30-1）。取得企業が非
支配持分の取得日公正価値を測定するにあたって、高い市場性を有する市場価格を基礎と
することができる場合もあるが、取得企業が非支配持分の公正価値を他の評価技法を用い
て測定する場合には、この限りではない（Topic805-20-30-7）。また、被取得企業における
取得企業の持分の公正価値と非支配持分の公正価値とでは、１株当たりの金額では異なる
ものになり得るとされる（Topic805-20-30-8）。その主たる原因は取得企業には支配プレミ
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アムが含まれるからであり、逆にいえば非支配持分には被取得企業を支配できないという
事実が加味されるためである（Topic805-20-30-8）。そしてのれんについては、以下の（a）
が（b）を超過する額として測定される（Topic805-30-30-1）。 
(a) 次の金額の総計 
1. 通常は取得日公正価値である、本基準に従って測定された移転された対価 
2. 被取得企業の非支配持分の公正価値 
3. 段階的に達成される企業結合の場合には、取得企業が以前に保有していた被取得
企業の資本持分の取得日公正価値 
(b) 本基準に従って測定した、取得した識別可能な資産及び引き受けた負債の取得日にお 
ける正味の金額 
 したがって、FASB の基準に従うと、少数株主持分は公正価値によって測定することに
なるため、少数株主持分相当ののれんも認識されることになる。すなわち全部のれん方式
である。これは IFRS3 とは異なり、少数株主持分の測定方法が選択可能ではないため、購
入のれん方式は完全に排斥されたことになる。 
 
2.4 小括 
 
 ここまで確認したように、取得企業の支払対価と少数株主持分の総額が、被取得企業の
識別可能資産・負債の公正価値（時価）の純額を超過する額でのれんを測定するという方
法は各基準で同様である。しかし少数株主持分をどのように測定するかが各基準間で異な
っているため、全部のれん方式をとるか、購入のれん方式を採るかに関しての結論は各基
準で異なるものとなっている。すなわち以下の[図表 2-1]のように、ASBJ による基準は購
入のれん方式を採用しており、FASB による基準は全部のれん方式を採用している。そし
て IASB による基準は両方式が選択可能である。 
 
 
 
 
 
[図表 2-1]各基準における少数株主持分の取扱いとのれんの認識範囲 
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 また、購入のれん方式を用いた場合と全部のれん方式を用いた場合とでどのような仕訳
になるのかについて、ごく簡便な例で確認する。 
 A 企業が B 企業の株式の 70％を現金 770,000 円で取得するとき、被取得企業である B
企業の識別可能資産の公正価値は 1,000,000 円で、識別可能負債は保有されておらず、ま
た B 企業の株式の 30％を保有する少数株主持分の公正価値は 330,000 であったとする。
このとき、A 企業による購入のれん方式を用いた場合の仕訳は以下のようになる。 
 
（借）識別可能資産 1,000,000  （貸）現金     770,000  
    の   れ   ん     70,000      少数株主持分  300,000 
 
 また、全部のれん方式を用いた場合の仕訳は以下のようになる。 
 
（借）識別可能資産 1,000,000  （貸）現金     770,000  
    の   れ   ん    100,000     少数株主持分 330,000 
 ここからわかるように、全部のれん方式を用いた場合と購入のれん方式を用いた場合と
では、のれんの金額と少数株主持分の金額が異なることとなる。 
 
 
 
 
 
 
 
 少数株主持分の測定属性 のれんの認識範囲 
ASBJ 被投資企業の帳簿価額の持分比率 購入のれん方式 
FASB 公正価値 全部のれん方式 
IASB 上記の両者を選択可能 上記の両者を選択可能 
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第 3 章 連結基礎概念からみた全部のれん方式の検討 
 
本章では、全部のれん方式の是非に関して、連結基礎概念に基づいて検討する。連結基
礎概念とは、連結財務諸表の性質や目的をめぐるいくつかの基礎的な概念であり、どの概
念に依拠するかによって異なる財務諸表が作成されることになるものである（黒川, 1998, 
p. 16）。Moonitz（1951）は連結財務諸表に関して、まずはその主な利用者を親会社の経
営陣と株主だとした上で、そこから導かれるあるべき会計処理方法を論じている。また日
本基準では、連結基礎概念として親会社説と経済的単一体説の 2つが挙げられている。そ
こでは、親会社の財務諸表の延長線上に連結財務諸表があり、親会社株主の持分のみを反
映させると考えるものが親会社説であり、連結財務諸表を親会社とは区別された企業集団
全体の財務諸表と考えるのが経済的単一体説であるとして両者を区別している（連結基準
51）。そして日本基準では親会社説を採用しているが、その根拠として連結財務諸表が提
供する情報は主として親会社の投資者を対象とするものであると考えられること、また親
会社説による処理方法が企業集団を巡る現実感覚をより適切に反映すると考えられること
が挙げられている。平成 20 年連結会計基準において、親会社説の考え方と整合的な部分
時価評価法は認められなくなったが、基本的には親会社説を踏襲しているとされている。 
ここで連結基礎概念に関する考察を行うのは、どの連結基礎概念に拠るかによって、一
般に少数株主持分相当ののれんを認識すべきかどうかを決定できると考えられているため
である。たとえば、広瀬（2012）においては、（連結基礎概念の一つである）親会社概念
に立てば購入のれん的な考え方を取り、経済的単一体概念に立てば全部のれん的な考え方
を取ることになる旨が指摘されている（p. 615）。また、これと同様の指摘は桜井（2008）
や向（2008）よってもなされている。 
 このような理解が正しいのであれば、次に考えるべきは会計の目的を果たす上でより好
ましい連結基礎概念はどちらであるのかといったことであるだろう。しかし、仮に上述の
ような連結基礎概念から導かれるとされている少数株主持分相当ののれんの処理方法に関
して、異論も考えることができるならば、全部のれん方式と購入のれん方式の選択問題を
連結基礎概念に基づいて結論づけることは不可能となるかもしれない。また、そもそも連
結基礎概念は全体として有効であるのかといったことも検討すべきかもしれない。 
そこで、本章ではまず 4つに整理された Baxter=Spinney（1975）による連結基礎概念
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を取り上げ、どのような連結上の思考でどのような基本的会計処理が導出されるのかを概
観する。次にこういった連結基礎概念は会計のどのような考え方から導き出されているの
かを探るため、黒川（1998）を参照する。そして最後に連結基礎概念から、少数株主持分
相当ののれんの認識の是非を断ずることができるのかについて、結論を形成する。 
 
3.1 Baxter and Spinney（1975）による連結基礎概念 
 
 Baxter and Spinney（1975）は、4つの連結基礎概念を示し、これらを整理している。
すなわち、所有主概念（proprietary concept）、実体概念（entity concept）、親会社概念
（parent company concept）、親会社拡張概念（parent company extension concept）で
ある。これら連結基礎概念の重要性について彼らは、「これら概念は、連結会計の技術と実
務の一貫したセットを発展させるための主要な概念的基礎である」（p. 32）と述べ、また
「被投資会社に少数株主持分が存在する場合においては、これら基礎的概念のうちどれか
一つに拠って立つことによって、財務諸表に重要な影響を与えることにつながる」（p. 32）
としている。彼らは連結実務にとっての連結基礎概念の重要性を認め、これらのうちの一
つへの立脚によって、財務諸表の内容が大きく変わると考えていたのである。 
 Baxter and Spinney によると、所有主概念と実体概念は所有者持分のための一般的な会
計理論として作られ、認められており、両者は古くから連結財務諸表の表示に論理的基礎
を与えてきたとされている（p. 32）。一方、親会社概念と親会社拡張概念は、所有者持分
のための一般的な会計理論に基礎を置いてはおらず、これらは、現存する連結実務を説明
し、また集成（codify）するための基礎として発展した（p. 32）。そして、被投資企業の資
産、負債の認識範囲を小さい順に並べると所有主概念、親会社概念、親会社拡張概念、実
体概念の順になる旨が述べられている（p. 32）。結論を先述すると、実体概念においては
少数株主持分相当ののれんも認識し、全部のれん方式を採用することになる。また、その
他 3 つの概念に拠っては、全部のれん方式は正当化されない。そこで、以下では Baxter and 
Spinney（1975）による 4つの連結基礎概念に関して概観し、それらがどのような思考に
拠って、結論としてどのような会計処理を導いているのかを整理する。 
 
3.1.1 所有主概念 
 所有主概念においては、会計は企業の所有者を念頭に行われる。すなわち所有主持分が
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最重要となり、企業所有者は企業の資産を所有し、負債を債務として負い、また純利益は
所有主に直接的に生ずるとされる。ここでの所有主は、親会社の所有主のみを指しており、
少数株主持分は所有主の一部に加わっていない。 
この概念を連結財務諸表に適用すると、子会社の識別可能資産、負債は親会社の持分比
率のみを報告することになる。すなわち、比例連結という処理方法が導かれ、のれんは投
資のかかった原価と子会社の識別可能純資産の公正価値の親会社持分部分との差額となる
ため、親会社持分相当ののれんのみが認識される。ここで少数株主持分は所有主持分には
含まれないため、子会社の貸借対照表項目において、少数株主持分の保有割合部分は連結
財務諸表上反映されない。子会社の少数株主持分は純粋な所有主概念では考慮されないの
である。したがって、所有主持分に基づいて作成される連結貸借対照表は[図表 3-1]の A、
C、E の部分のみを認識する。 
 
3.1.2 親会社概念 
 北米における外部への財務報告の形成期において、親会社概念は純粋な所有主の観点よ
りも、より実務的な代替案として発展したとされる。投資企業は、子会社の個別の資産や
負債を所有することはできず、しかし子会社の純資産に対する分離不能な持分は保有して
おり、そしてその分割不能な持分は少数株主持分とは分離不能であるとされる。つまりこ
の親会社概念では、所有主概念とは異なり、子会社の純資産は分離不能であるため、親会
社の持分のみを分離して報告することはできず、したがって少数株主持分をも報告するこ
とになる。 
 ただしこの概念においても、連結上の株主持分は親会社の株主持分となり、親会社株主
を第一義的にして連結財務諸表が作られる。親会社概念においては、親会社の株主持分と
少数株主持分は明確に区別して、異なる取り扱いが求められる。連結財務諸表において、
子会社の資産、負債は被投資企業における取得原価に、これら識別可能純資産の公正価値
と簿価の差額の中で親会社持分に相当する割合を足し合わせたものとして測定されること
になるのである。すなわち、連結上で、子会社の資産、負債の簿価と公正価値との差額は、
親会社持分に帰属する部分のみが認識されることになる。したがって連結貸借対照表上の
のれんは、親会社持分相当のもののみが報告される。[図表 3-1]によると、A、C、E、そ
して少数株主持分相当の資産、負債の簿価である B が認識される。 
 取得日における少数株主持分は、被投資企業の簿価を基礎に決定される。当該取得後の
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少数株主持分は、子会社によって報告される利益や損失の額における少数株主持分割合相
当の金額で増減する。この方法によると、少数株主持分は常に子会社の簿価での持分比率
に等しくなる。少数株主持分は、「債権者の請求権として貸借対照表上に表示」される、す
なわち負債とされるのである。 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                 [出典]Baxter and Spinney(1975, p. 33) 
 
3.1.3 親会社拡張概念 
 親会社拡張概念は、子会社の識別可能資産、負債の公正価値を報告される経済実体に含
めることで親会社株主により十分な貢献をするため、親会社概念を「拡張」したものであ
る。この概念においても、親会社の株主持分が連結実体の株主持分となり、子会社の少数
株主持分は連結グループの外部者とされる。親会社拡張概念を除く 3 つの連結基礎概念が
演繹的に導かれたものであるのに対し、当該概念は、親会社概念のように経済単位の所有
者という観点を保持しつつ、なおかつ後述する実体概念における特徴の中で望ましいと考
えられるものも取り入れるという方法で成立している。 
 親会社拡張概念のもとで作成される貸借対照表の資産、負債は取得日における被投資企
被投資企業の識別可能純資産
の簿価 
被投資企業の識別可能純資産の公正価値と簿価との差
のれん 
[図表 3-1]被投資企業の公正価値 
少数株主持分 親会社持分 
 B 
C D 
 
F A E 
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業の公正価値で測定される。そして、子会社の純資産の公正価値とその簿価との差額は、
投資企業と少数株主持分に対して持分比率で配分される。ここが親会社概念との違いであ
る。ここで子会社に関するのれんは親会社の投資における取得原価と、子会社の識別可能
純資産の公正価値の親会社持分比率との差額として測定される。[図表 3-1]によれば、ここ
では A、C、E、さらに少数株主持分相当の B、D が認識されることになる。 
 
3.1.4 実体概念 
 実体概念においては、親会社拡張概念と同様に子会社の資産、負債はすべて公正価値で
測定する。この公正価値と、子会社における簿価との差額は、その比率に応じて親会社持
分と少数株主持分に配分される。すなわちここでも子会社の資産、負債の評価差額は少数
株主持分相当の部分も含まれる。また、子会社の公正価値と、子会社の識別可能純資産の
公正価値との差額も、のれんとして両者に配分される。このように実体概念においては、
少数株主持分に相当するのれんが認識されるのである。実体概念は、図においては A、B、
C、D、E、F のすべてを認識する。 
 
実体概念において子会社は公正価値で測定される、つまり子会社の資産や負債だけでな
く、少数株主持分も公正価値となり、ここから少数株主持分相当ののれんが認識されるこ
とになる。また、子会社が生み出した利益は、それが親会社に帰属するものであろうと少
数株主持分に帰属するものであろうと、それらは連結上の純利益に含まれる。「連結純利益
はその経済実体の所有財産であるため、また少数株主持分は連結株主資本合計の一部であ
るため、この連結純利益は、論理的にはこの両者の持分から生じた利益の合計である」
（Baxter and Spinney, 1975, p. 36）とされる。ただし、親会社に帰属する利益と、少数
株主持分に帰属する利益とは区別して報告されるため、少数株主持分の利益は留保利益か
らは控除される。 
 
3.1.5 小括 
 以上のように Baxter and Spinney（1975）では、連結財務諸表の作成における根本思
考について、4つの概念に分類した。 
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[図表 3-2]Baxter and Spinney（1975）による連結基礎概念の整理 
 親会社持分相当 少数株主持分相当 
所有主概念 A、C、E  
親会社概念 A、C、E B 
親会社拡張概念 A、C、E B、D 
実体概念 A、C、E B、D、F 
 
これら 4つのうちどの概念に従うかによって、あるべき会計処理が導かれ、少数株主持分
相当ののれんについても、これを認識すべきかどうかが結論づけられることになる。 
 
3.2 黒川（1998）による連結基礎概念と会計主体論 
 
3.2.1 連結基礎概念の整理 
黒川（1998）では、連結基礎概念として、経済的単一体概念、親会社概念、および比例
連結概念の 3つが挙げられ、検討に付されている。 
経済的単一体概念においては、連結財務諸表はグループ会社全体に関する情報を提供す
るものと考えられており、報告主体の所有主持分は、親会社株主持分と少数株主持分の双
方で構成され、両者は区分表示される。ここでは少数株主持分相当の資産、負債や、その
評価額も連結財務諸表上で認識する。また、少数株主持分相当ののれんは、これを認識す
る方法と、認識しない方法とがある。少数株主持分相当ののれんを連結上認識する方法を
「経済的単一体概念―全部のれん説」といい、認識しない方法を「経済的単一体概念―買
入れのれん説」という8。 
親会社概念において、連結財務諸表は、親会社の支配下にある資産、負債に対する親会
社株主の有効な持分9に関する情報を提供するものであり、少数株主持分は連結実体の外部
にあるとみなされる。この概念では、少数株主持分相当の資産、負債は認識されるが、そ
                                                 
8 黒川（1998）では、「経済的単一体概念―買入れのれん説」は、武田（1977）や高須（1996）
では「親会社拡張概念」と呼ばれており、同様に後述の「比例連結概念」も「資本主概念」
と呼ばれていることが述べられている。 
9 有効な持分とは、「利益の分配、配当の受領、株式の再売却や資産の処分を通じての投資
の回収に関する権利を意味する」。（黒川 1998, pp. 16-17） 
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の評価益やのれんは認識されない。 
 比例連結概念は、親会社概念の一部と主張されることもあり、ここでは子会社の資産、
負債は親会社持分相当額のみが連結財務諸表に含められる。少数株主持分相当の資産や負
債、その評価差額やのれんなど、全て連結財務諸表上認識されない。 
 
[図表 3-3]黒川（1998）による連結基礎概念の整理 
 
 
 
3.2.2 会計主体論のレビュー 
 以上のように、黒川（1998）においても連結基礎概念を細かくは 4つに分類したうえで、
そのどれを支持するかによって少数株主持分をどの範囲で認識するかどうかが決定できる
とされている。ではこれら 4つの概念のうち、どれに立脚して財務諸表を作成するのかと
いうときに、これら連結基礎概念の更なる根本には会計の基礎思考が存在しており、黒川
（1998）は「連結財務諸表の作成目的である連結基礎概念のさらに根本にあるとされる会
計主体論の議論をレビュー」（p. 30）している。会計主体論とは、会計測定の主体である
企業をどのような存在とみるのか、企業と利害関係者との関係をどうみるのか、また企業
[経済的単一体概念] 親会社持分 少数株主持分 
簿価純資産     ○   ○または× 
純資産評価差額     ○     ○ 
のれん     ○     ○ 
[親会社概念] 親会社持分 少数株主持分 
簿価純資産     ○     ○ 
純資産評価差額     ○     × 
のれん     ○     × 
[比例連結概念] 親会社持分 少数株主持分 
簿価純資産     ○     × 
純資産評価差額     ○     × 
のれん     ○     × 
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が財務会計を行う目的などを取り扱うものであり、ここでは、会計の目的や、貸借対照表
の理解や、資産や損益の性格などが同時に検討される（黒川 1998, p. 30）。 
黒川はアーネストを引用し、会計主体の見方として所有主指向、純粋主体指向、機能指
向に分けている。所有主指向とは「所有集団の利害に着目するもの」（p. 30）であり、所
有集団の範囲によって伝統的所有主理論、残余持分理論、持分理論の 3 つに分類される。
純粋主体指向とは、「投資家とエンティティの目的を同一にはみないと認識」（p. 31）する
もので、自己持分理論と社会理論がある。さらに機能指向とは、「財務報告の目的に焦点を
あて、財務諸表は利害関係者に対する情報提供のために作成すると考えるもの」（p. 31）
であり、活動理論、企業理論、資金理論、コマンダー理論に分類される。このように、会
計主体論は 9つに分類され、黒川（1998）ではそのうち伝統的所有理論、持分理論、自己
持分理論、コマンダー理論の 4つが取り上げられており、本論でもまずはそれらを概観す
る。 
 
伝統的所有主理論では、企業と所有主は一体あるいは同一のものとみる。企業と所有主
は、互いのために最善と思われる活動を行う。会計の目的は、所有主に対して、特定期間
における所有主の富の増分と、一時点における所有主の富の金額を報告するものである。
ここで負債は所有主にとって負の資産であり、純資産は所有主にとっての純資産である。
維持すべき資本は、所有主持分にあたる資産となる。 
 
持分理論は、様々な投資家が資産に関する持分を持っていると認識する。貸借対照表の
資産＝種々の所有主持分となり、資産に対する主な持分賢者は株主と債権者となる。そし
てそれ以外にも、資金の貸付者や、税金を通じての政府、信用取引を前提とする取引先、
そして従業員が含まれる。利益測定は、これら持分を有する集団に帰属する資産の成長に
よって測定されるため、支払利息や法人税、現金配当も利益に含まれる。この理論によれ
ば、維持すべき資本の範囲は企業資産全体となる。 
 
自己持分理論では、企業は実質的にも形式的にも、種々の投資家から区分されるものと
みなされ、企業の目的は、企業自身の存続と成長であるとする。資本供給者（株主）によ
２０ 
って提供された資本は、株主持分というより、第一義的には企業自身の持分である10。こ
こで株主は、株式所有の目的に関して、企業資産を支配することよりも、投資することに
重点を置いているとされる。ここで企業の利益とは、すべての資本供給者に対する資本コ
ストを差し引いた残りであり、貸借対照表の見方は「資産＝資産の源泉」となる。またこ
の理論によれば、維持すべき資本の範囲は、企業実体自身であり、企業資産全体となる。 
 
 コマンダー理論においてコマンダーとは、資源を支配する人、と定義される。このコマ
ンダー理論は、特定の会計データの使用者に焦点を当ててはおらず、いかなる利害関係者
にも意味のあるような形の情報を提供しようとするものである。このコマンダーとは、株
主、債権者、経営者、信託者、精算人、政府の長官等がそれとして認識される。所有主理
論では、コマンダーと所有者は同一人物と考えられるが、ここでは、企業にとっての株主
は、彼の株主持分の範囲でしか支配権を持ってはおらず、株主は株式という資源のコマン
ダーというだけで、企業のコマンダーではないとされる。 
 貸借対照表は、種々の債権者や投資家といったコマンダーから提供された経済的資源を
取り扱うことのできるコマンダーたる経営者の会計責任を示す表だと考えられる。貸借対
照表の借方は、コマンダーたる経営者に託された資源を表し、貸方は株主や債権者といっ
た外部コマンダーが支配する資源を表示していると解釈する。また、「利益とは経営者（コ
マンダー）が支配している経済的資源の増加であり、損益計算書は、資産の増加に責任の
ある経営者の活動の特徴をディスクローズするものである」（p. 34）とされる。 
 このように、コマンダー理論は特定のコマンダーに焦点をあてることをせず、いかなる
利害関係者にも意味のあるかたちで財務諸表を作成することを念頭に置いている。貸借対
照表は経営者が支配する資源＝投資家が支配する資源という等式となり、ここでの維持す
べき資本の範囲は、経営者の支配する資産となる。 
 
3.2.3 連結基礎概念の会計主体論との関わり 
 黒川（1998）では、連結基礎概念と会計主体論との関係において、まず「比例連結概念
が伝統的所有主理論と対応しているのは間違いないところ」（p. 35）だとされる。比例連
                                                 
10 その根拠として、株式資本は満期に株主に返済されるなどということはなく、株式資本
が時価をもつのは、株式取引とは単なる将来の配当請求権等の移転だからであり、資本の
移動ではないためである旨が述べられている。 
２１ 
結概念は「親会社株主の所有割合に応じた純資産（資産－負債）＝資本が所有主にとって
の富であり、親会社株主の所有割合に応じた純資産の増分が所有者にとっての利益である。
親会社株主の所有割合に応じた子会社の資産は親会社株主のものであり、負債は親会社株
主が負っている」（p. 35）とするものであり、「したがって、子会社の資産および負債のう
ち、親会社株主の所有割合に応じた資産と負債のみを連結する比例連結概念にもとづく資
本連結方法が伝統的所有主理論から導出される」（p. 35）とされている。しかしながら、
伝統的所有主理論は企業とその所有主たる株主を一体のものとして、株主を念頭に置いた
財務報告をなすべきものである。この理論から、連結体の所有主として少数株主を排除し
て親会社株主のみを想定するという思考を直接的に導くことは難しいとも考えられる。企
業をその株主と同一視して、「企業＝株主」の所有する資産を表示し、「企業＝株主」に帰
属する利益を計算することと、連結体における所有者として親会社のみに限定することと
の間に論理的なつながりは見出し難い。 
 
 次に、持分理論と部分時価評価法のつながりが検討されている。しかしその前に、持分
理論によれば全部連結の根拠が存在することになるとされている。これは持分理論が種々
なる投資家が資産に関する持分を持っていると仮定し、利益はこのそれぞれの投資家に帰
属する資産の増減によって測定されるためだとされている。しかしながら、この結論にも
疑義があるように思われる。この持分理論における種々の持分権者というのは、主には株
主と債権者を指している。企業の持分権者として株主と債権者の両者を想定し、彼らに帰
属する資産や利益を財務諸表上で表示することと、連結財務諸表における子会社資産の簿
価について、親会社に帰属する部分も少数株主に帰属する部分も同様に認識することとで
は、次元が違うのではないかとも思われるということである。 
 続いて部分時価評価法とのつながりであるが、持分理論において少数株主持分をどのよ
うな持分と認識するかについては一意的に定まらないとされている。すなわち①資本と識
別する、②負債と資本の中間と識別する、③負債と識別するといった 3 通りが考えられ、
少数株主持分を②負債と資本の中間と識別する、あるいは③負債と識別すれば、部分時価
評価法を論理的に正当化できるとされている11。これは、「非支配株主持分は負債であるか
                                                 
11 ただし少数株主持分を②負債と資本の中間と識別する場合には、これにさらに解釈を加
えて、この少数株主持分は一般の負債とは異なる例外的負債であるとみなす場合に部分時
価評価法が正当化されると条件付けられている。 
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ら資本とは異なり、その持分相当の資産の時価評価にはならないとする論理が可能」（p. 36）
なためである。このこと自体は論理的であるようにみえるが、そもそも持分理論において
少数株主持分が負債かどうかを識別できない以上、両者のつながりは限定的であるように
思われる。 
 また、次に自己持分理論と経済的単一体概念のつながりが検討されている。自己持分理
論の特質は、企業を実質的にも形式的も種々の投資家から区別された存在として、企業自
体をその報告の対象にしようとするものである。これは経済的単一体概念における「あた
かも一つの単一体として事業活動している親会社と子会社からなるグループ全体の情報を
測定しようとする指向」（p. 37）に対応しているとされている。また、「全面時価評価法に
よる資本連結も、子会社の持分の源泉の違いを資産評価方法に反映させないという点で自
己持分理論と軌を一つにするもの」（p. 37）であるともされる。しかし、川本（2011）で
指摘されているように、「経済的単一体概念によって資本として扱うべきと主張されている
のは少数株主持分までであり、連結負債もグループにとっては資本であると主張されるこ
とはない」（p. 183）ということもできる。すなわち、自己持分理論においては、株主も債
権者と同様に企業実体の外部者とされ、財務諸表で企業実体の報告をしようとするのに対
し、経済的単一体概念では親会社と少数株主持分を企業の所有者として、その所有者に帰
属する利益を測定するものである。黒川（1998）でも、自己持分理論からは少数株主持分
が資本として表示されるのかそれとも負債として表示されるのか、また少数株主持分に帰
属する損益は費用なのか利益の分配なのかについては断定できないとしている。このよう
に両者の相違は大きく、経済的単一体概念の背後に自己持分理論があると単純には結論付
けられないと考えられる。 
 そして、持分理論と全面時価評価法との関係も述べられている。持分理論において少数
株主持分を①資本と識別した場合、もしくは②負債と資本の中間と識別する場合には、全
面時価評価法という処理方法が導かれるとされている12。また、特定の会計データの使用
者に焦点をあてず、いかなる利害関係者にも意味のある形で会計情報を作成・提供しよう
とするコマンダー理論からは、連結方法として全部連結が導かれるとされる。 
 
                                                 
12 ここで、少数株主持分を②負債と資本の中間と識別するとき、これを負債よりも資本に
近い「例外的資本」とみる場合に限って、ここからも全面時価評価法が導かれる。 
２３ 
3.2.4 小括 
 連結基礎概念の背後には会計主体論の存在があり、特定の会計主体論からは特定の連結
基礎概念が導かれ、その連結基礎概念が連結の基本的なルールを規定するということは、
一概には言えないように思われる。確かに、連結基礎概念と会計主体論を結び付けている
文献は他にもみられるが13、先に検討したように、実際は連結基礎概念と会計主体論とが
一対一の関係とはなっておらず、一見すると同様の基礎思考に立っているように思われる
両者の対応関係も、次元が異なる場合が見受けられる。つまり、川本（2011）で指摘され
ているように、「連結基礎概念と会計主体論との間につながりはないと理解するほうが無難」
であり、また「強いて言えば、連結基礎概念は会計主体論における所有主理論だけを前提
にしている」14 （p. 184）ように思われる。そこで、少数株主持分相当ののれんの認識の
是非については、連結基礎概念のそれ自体としての有効性と、実体概念ないし経済的単一
体概念から全部のれん方式が導かれるとされていることに対して、それが論理的に正当で
あるかが焦点となるように思われる。したがって、次節ではまず実体概念ないし経済的単
一体概念から、本当に少数株主持分相当ののれんを認識し、全部のれん方式を正当化する
ことができるのかを検討する。 
 
3.3 経済的単一体概念における全部のれん方式の採用の是非 
 
3.3.1 経済的単一体概念による全部のれん方式の採用根拠 
 先述のように実体概念ないし経済的単一体概念では少数株主持分相当ののれんも認識し、
すなわち全部のれん方式が採用されることになる。ここで経済的単一体概念によるとどの
ような論理で少数株主持分相当ののれんを認識することになるのかを再度確認すると、経
済的単一体概念とは、企業は子会社も含めてあたかも一つの単一体として活動しているた
め、法的実体を超えて実質的な企業グループ全体を一つとして、連結上の財務報告を行お
うとするものである。つまり企業グループ内の親会社と子会社に区別はなく、むしろこれ
らを一体視するため、親会社の株主も、子会社の株主たる少数株主も、一つの企業グルー
プの株主という意味で同等である。そのため、親会社株主も子会社株主である少数株主も、
                                                 
13 たとえば向（2008）では、「親会社説は、企業の所有者を最も重視する資本主説を実践
的に連結会計へ展開したもの」であり、「経済的単一体説は、企業を出資者から独立したも
のとみなす実体説を連結会計に展開したもの」だとされている（p. 26）。 
14 本論において、所有主理論は伝統的所有主理論と称している。 
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1 つの企業グループの株主として同等に扱うことになり、少数株主持分も親会社の株主持
分と同様に資本項目となる。したがって、当該企業グループに対する持分を保有している
少数株主持分はすべて認識される。すなわち少数株主持分に相当する資産の簿価やその評
価差額はもちろん、のれんも認識されることになる、ということである15。 
 これを図示すると以下の[図表 3-4]のようになる。経済的単一体概念によると、報告すべ
き単一の経済実体は、[図表 3-4]の四角枠内になる。ここで、子会社の株主たる少数株主持
分に対応するのれんは、同じく子会社の株主たる親会社に対応するのれんと同様に認識し
なければならないとされる。経済的単一体概念において、のれんも含めた子会社の資産、
負債は報告すべき単一の経済実体の内部にあるとされるため、これら資産、負債を少数株
主持分相当の評価損益も含めた上で、すべてを認識・測定することは論理的に正当である
ようにも考えられる。これら資産・負債は、企業グループの所有者たる親会社株主と少数
株主が保有する資産・負債であるためである。 
 
[図表 3-4]経済的単一体概念において認識されるのれん 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                 
15 また、たとえば桜井（2008）では、少数株主の存在に関して、親会社と利害が合致する
とみて会計処理するのが経済的単一体概念であり、親会社とは利害対立関係にあるとみて
会計処理するのが親会社概念だとされ、経済的単一体説への傾斜により、のれんの認識範
囲として全部のれん方式に拠った会計処理が規定される可能性が生じるとされている（pp. 
70-71） 
子会社 
親会社 
のれん 
経済実体 
少数株主 
のれん 
親会社株主 
のれん 
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3.3.2 経済的単一体概念における全部のれん方式の是非 
しかしながら、のれんの場合に限って考えてみると、子会社を取得した際に認識できる
可能性のあるのれんは、親会社に帰属するのれんと、少数株主に帰属するのれんとの 2種
類に分けることができる。親会社に帰属するのれんについては経済実体の内部にある親会
社による実際の対価の支払いを伴うものであるのに対し、少数株主に帰属するのれんにつ
いては経済実体の内部による対価の支払いを伴っていない。つまりこれら 2つののれんに
は、経済的単一体概念に立った上でも、経済実体の内部者による対価の支払いを伴うかど
うかにおいて差異がある。 
さらに経済的単一体概念においても、親会社株主自身は経済実体の構成単位とはなって
おらず、その親会社株主に帰属する親会社に関するのれんは認識の是非の議論になってい
ない。にもかかわらず、同じく経済実体の構成単位ではない少数株主に帰属する子会社に
関するのれんは認識することに関して、疑問も残る。 
以上のように、経済的単一体概念では子会社も経済実体の構成単位だからといって、そ
の株主たる親会社と少数株主の双方に帰属するのれんを同様に認識すること、すなわち全
部のれん方式を採用することは正当化できないようにも思われる。その 2つの論拠を要約
すると以下のようになる。すなわち、1 つは親会社に帰属する子会社ののれんと少数株主
に帰属する子会社ののれんは、経済実体内部による対価の支払いの有無において差異があ
り、経済実体による対価の支払いに着目するならば後者ののれん認識に必然性はないとい
うことである。もう 1つは、親会社の所有者である親会社株主と子会社の所有者である少
数株主は、経済実体外部にある経済実体への持分所有者という意味で同等であるにもかか
わらず、両者に帰属するのれんの取り扱いにおいて差異があることについて、合理的な論
拠は見いだし難いということである。 
 
3.3.3 小括 
 当節においては、連結基礎概念それ自体の有効性については結論づけることができなか
った16。しかしながら、他の概念はもちろん、一般に全部のれん方式を採用することにな
                                                 
16 川本（2011）によれば、連結基礎概念について、それによって導かれるとされる具体的
な会計処理方法に関して、それが理屈として成立していない部分が少なからず見受けられ
ることを根拠に、これが有効な議論ではないとしている （p. 185）。 
一方、徳賀（2011）においては現実世界には無数の事象の種類があり、また新たな事象
も絶えず発生しているため、そういった事象に対する会計処理の方法に関して確信をもっ
２６ 
るとされる実体概念ないし経済的単一体概念においてさえも、ただちに全部のれん方式の
採用を正当化できるわけではないと結論付けることとなった17。その理由については先述
の通りであり、それを換言すれば、少数株主持分相当ののれんは経済的単一体概念におい
ても、経済実体による対価の支払いを含まないという点において自己創設のれんにあたる
と考えられるためである。また、川本（2011）においても、その論拠は明示されてはいな
いが、経済的単一体概念において全部のれん方式が導かれるということは理屈として成立
していない処理方法の一つに挙げられている（p. 184 図表）。 
 そこで次章ではここまでで検討した連結基礎概念の議論も念頭に置いた上で、全部のれ
ん方式の是非について、少数株主持分相当ののれんを資産計上することの妥当性に焦点を
当てて検討する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                                                                                                                    
て答えられるとは限らないと指摘されている（p. 93）。このように現行の会計ルールでは
行うべき会計処理を特定できない場合には、原則や基礎概念、会計観、制度趣旨等のより
上位の概念に遡って判断をする必要があるとされている（p. 93）。このような観点におい
ては、連結基礎概念の有用性を否定することはできないと思われる。 
17 また斎藤（2010）では、子会社少数株主は親会社の純資産に対する請求権を持っておら
ず、親会社の成果や損失には直接関係していないことを指摘し、子会社少数株主は連結財
務報告の対象ではないと指摘している（p. 322）。このように、親会社への請求権に着目す
れば、親会社株主と子会社少数株主を同等に扱うことには無理があり、そもそも経済的単
一体概念に拠ることが正しいのかも疑わしく思われる。 
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第 4 章 のれんの資産性に照らした全部のれん方式の
検討 
 
 全部のれん方式の是非を巡る問題は、少数株主持分相当ののれんを資産として認識すべ
きかどうかというものである。このことを考えるにあたって本章では、そもそものれんた
るものの中身とは何であるのか、そののれんは資産として認識してよいのか、またのれん
の資産認識が認められるとして少数株主に帰属するのれん部分に関しても同様に認識して
よいのか、ということを順に検討する。また、全部のれん方式について、「自家創設のれん
を認識しないという従来からの原則に反していないのか、について検討することが必要で
あろう」（川本, 2004, p. 58）とされていることに鑑み、少数株主持分相当ののれんと自己
創設のれんとの関係について考察する。更に、梅原（2011）では IFRS や米国基準におい
て全部のれん方式が認められているのは、公正価値測定の対象を拡張したためであるとさ
れている（p. 64）。このような他の資産と同様にのれんも公正価値で測定すべきという、
他の会計処理との整合性の観点から全部のれん方式を正当化できるのかについても、本章
の最後に検討し、これら全体で資産として少数株主持分相当ののれんを認識することの是
非を結論付ける。 
 
4.1. 企業結合のれんの要素 
 
 Moonitz（1951）は子会社への投資額が子会社の識別可能資産負債の公正価値を超える
部分について、これは無形の要素を表すものだとしている（p. 110）。この無形の要素とは、
子会社に記録されていないのれんであるか、もしくは子会社が系列化された結果として獲
得することができるのれんのいずれかであるとしている（p. 110）。すなわち Moonitz（1951）
は、親会社の投資と子会社の資本との相殺消去差額として計算されるのれんとは、既に子
会社に生じている無形の要素か、子会社の取得によって新たに生じる無形の要素のいずれ
かであるとしている。 
 またのれんの本質について山内（2010）は、顧客の愛顧など識別不能な無形財の価値を
表すとみる無形財的のれん観、将来の超過利潤の価値を表すとみる超過利潤的のれん観、
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企業全体の価値と個別の資産および負債の合計額との差額であるとする残余的のれん観の
3 つに整理し18、そして現代においてのれんをシナジーとみるシナジー的のれん観が台頭
してきたことが説明されている。そしてこれらのれん概念の結論として、「暖簾とはシナジ
ーであり、当該シナジーは、識別可能な有形財および無形財ならびに識別不能な無形財の
相互有機的な結びつきにより生じる」ものだとしており、その評価に関してシナジーは
「個々に識別して評価することはできないため、その評価自体は残余により行われる」（p. 
158）。 
 そして、Johnson and Petrone（1998）は、のれん観をトップダウン・パースペクティ
ブとボトムアップ・パースペクティブに分けている。前者はのれんをより大きな資産の構
成要素であると考えるものであり、後者はのれんに対して、それを構成している要素の集
合体であるとみている。これらの観点は、先述の無形財的のれん観に基づいているものと
考えられる。そしてこれらの観点はどちらも企業結合において、のれんとは何か、そして
それは何を表しているのかを考える際に有用であると FASBが考えていることが示されて
いる。 
Johnson and Petrone はこのボトムアップ・パースペクティブに基づいて、のれんの一
部を構成しうる要素を 6 つに分類している。この 6 つの構成要素の考え方は、1999 年の
FASB の公開草案 Business Combinations and Intangible Assets に引き継がれており（山
内, 2010）、そしてそれは更に IFRS3 号においても引用されている（BC313）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                 
18 梅原（2000）においても、のれんの定義について潜在的無形資産説（hidden assets 
concept）、超過利益説（excess earnings concept）、差額説（residuum concept）に大別
されており、これは山内（2010）による分類と同様である。また、榊原（2007）は超過利
益説と識別不能無形資源説の 2つに大別している。 
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[図表 4-1]のれんの構成要素 
構成要素 1 被取得企業の公正価値が、その認識された純資産の簿価を超過する額 
構成要素 2 被取得企業によって認識されていなかった他の純資産の公正価値 
構成要素 3 被取得企業における既存ビジネスの「ゴーイングコンサーン」要素の
公正価値 
構成要素 4 取得企業と被取得企業のビジネスおよび純資産が結合することによっ
て生ずるシナジーの公正価値 
構成要素 5 取得企業によって支払われた対価の過大評価 
構成要素 6 取得企業による過大支払いや過少支払い 
[出典]Johnson and Petrone（1998, p. 295） 
Johnson and Petrone は、このうち概念的にのれんを構成するのは構成要素 3と 4 だと
している。構成要素 1は被取得企業によって純資産に関する利得が認識されていなかった
部分であり、これはのれんではなく資産の一部となるべきものである。構成要素 2 も、少
なくとも概念的にはのれんを構成要素とはならず、これはむしろ分離して識別可能な無形
資産とされるべきものである。構成要素 5 はそれ自体資産ではなく、また資産の一部とも
なりえない。これは測定における誤謬だとされる。構成要素 6も資産にはならず、これは
概念的には取得企業の損失もしくは利得である。構成要素 3と 4のみが概念的にはのれん
であり、これらは「コアのれん」と呼ぶことができる。構成要素 3は企業結合前から被取
得企業に存在しているのれんであり、これは被取得企業における資産、負債の集合体とし
ての公正価値が、当該資産、負債の個別の公正価値の合計を超過する部分である。これは
「ゴーイングコンサーンのれん」ともいうべきものだとされている。そして構成要素 4は
企業結合以前には存在しておらず、企業結合によって生み出されるもので、「結合のれん」
といえるものである。 
 
4.2. 少数株主持分相当ののれんの資産性 
 
本章は、主にのれん（特に少数株主持分相当ののれん）を貸借対照表上で認識すること
に関して検討するものである。そのためには、まずは資産とは何かを検討する必要がある。
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そしてのれんがその資産性19を有するかについて考えなければならない。また、仮にのれ
んに資産性が認められるとしても、それがそのまま会計上で認識されることにつながるわ
けではない。会計上の資産として認識されるためには、のれんが資産性を有するだけでな
く、それが会計上の資産としての認識規準を満たす必要があると考えられる20。そこで、
以下ではのれんを貸借対照表上で認識すべきかに関して、資産の定義、のれん一般の資産
性、少数株主持分相当ののれんの資産性と順を追って考察する。 
 
4.2.1 資産の要件と認識規準 
 本項では、まず最初に 2006 年に企業会計基準委員会より公表された討議資料、『財務会
計の概念フレームワーク』（以下、概念フレームワーク）に基づいて資産の定義とその認識
基準を確認する。 
 ここで資産とは、「過去の取引または事象の結果として、報告主体が支配している経済的
資源」（第 3 章 4 項）とされている。しかし、この定義の充足は、貸借対照表上で資産と
して認識するための十分条件ではない。実際に資産として貸借対照表上で認識するために
は、それが財務報告の目的を果たすものでなければならない。ここで財務報告の目的とは、
投資家による企業成果の予測と企業価値の評価に役立つような、企業の財務状況を開示す
ることである（第 1 章序文）。投資家は企業が資金をどのように投資し、実際にどれだけ
の成果をあげているかについての情報を必要としており、それを提供するために財務報告
として企業の投資のポジションとその成果が開示されるのである。それゆえ、財務諸表の
それぞれの構成要素はこの財務報告の役割を果たすものに限られる。したがって構成要素
の定義は財務報告の目的と財務諸表の役割に適合する限りにおいて有効であり、そうした
役割を果たさないものは、たとえ資産の定義を充足しても、財務諸表の構成要素とはなら
ないのである（第 3 章 3 項）。そのため資産の要件として、その定義に合致するかが問わ
れ、また資産としての認識規準として財務報告の目的に合致するかが問われると考えられ
                                                 
19 ここで、資産性とは資産の定義を充足しているかどうかを指すものとして用いる。この
資産性を有することは貸借対照表上での認識の十分条件ではなく、必要条件である。ここ
では貸借対照表上で資産として認識するためには、資産性を有するものが、一定の認識規
準を満たさなければならないという前提に立っている。 
20 たとえば榊原（2007）では、のれんが将来経済的便益という資産の本質を有していると
いうことだけからでは、のれんを資産として計上すべきことを導くことはできないとして
いる。のれんが資産の本質を有していることは、のれんを資産として認識する要件の一つ
にすぎず、のれんを会計上資産計上するためには、のれんが概念フレームワークにおける
資産の認識規準を満たす必要があるとされる（p. 58）。 
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る。 
 このことに関して山内（2010）では、日本の概念フレームワークや米国および英国の会
計基準設定主体である FASB および ASB における概念フレームワーク、そして国際財務
報告基準の設定主体である IASB における概念フレームワークによる資産の定義がまとめ
られている（pp. 187-189）。そしてこれら概念フレームワークの資産の定義には「①過去
の取引または事象、②特定の実体による支配、③経済的資源または将来の経済的便益」と
いう 3つの要素が共通して含まれており、日本における概念フレームワークでは更に財務
報告の目的による制約があるとされている（p. 188）。 
 たとえば日本における概念フレームワークでは、資産の定義には合致するものの、財務
報告の目的の観点から貸借対照表上の資産として認識されない項目として、自己創設のれ
んが挙げられている（第 3章注（14））。自己創設のれんの計上は経営者自身による企業価
値の自己評価・自己申告であるため、財務報告の目的に反するとされている21。また、少
数株主持分相当ののれんと自己創設のれんの関係については後述する。 
  
4.2.2 のれんの資産性の有無 
 第一に言えることは、購入のれんであれ少数株主持分相当ののれんであれ、「過去の取引
または事象の結果として」発生している、ということである。購入のれんが過去の取引に
よって生じているのはもちろん、少数株主持分相当ののれんも、過去に少数株主がおこな
った取引によって生じている。 
そして次に、これらのれんは「報告主体が支配」しているかについてであるが、ここで
支配とは、「所有権の有無にかかわらず、報告主体が経済的資源を利用し、そこから生み出
される便益を享受できる状態」（第 3 章注（2））である。「会計は経済財一般を取り扱うの
ではなく、与えられた主体の支配下にある経済財のみを問題とする」（井尻, 1968 p. 93）
ため、「まずどの主体の会計が問題とされているかを明示しなければならない」（井尻, 1968 
p. 93）。したがって、支配を考えるときはその主体も考えなければならず、ここで連結基
礎概念を用いてその主体を特定することができる。購入のれんの場合、それは毎期の報告
主体による経済活動を通じて親会社のキャッシュ・インフローにつながることから、どの
                                                 
21 概念フレームワークの第 1章 18 項において、経営者自身による企業情報の開示につい
ては、証券取引法制の精神に反すること、経営者としてその判断に責任を負うことの難し
さを根拠に、財務報告の目的に含まれないことが示されている。 
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連結基礎概念によってもこの支配という用件は充足している。しかし、少数株主持分相当
ののれんについては、どの連結基礎概念に拠るかによって結論は異なると考えられる。親
会社概念に拠ると、報告主体は親会社となり、子会社は報告主体とはならない。そしてそ
の子会社に存在するのれんで少数株主に帰属するものは、主要株主たる親会社には帰属し
えない。そのため、この少数株主に帰属するのれんが子会社へのキャッシュ・インフロー
の原因となっても、その便益を最終的に受け取るのも少数株主であり、これは報告主体た
る親会社とは無関係の便益である。したがって、少数株主持分相当ののれんは報告主体が
支配できる類のものではなく、こののれんは少なくとも資産の定義の一部には合致しない。
しかし、経済的単一体概念に基づくと、子会社も親会社と同様に経済実体の構成要素であ
るため、報告主体の一部となる。そのため、少数株主持分相当ののれんも報告主体の一部
たる子会社に生じているのれんであり、当該のれんも購入のれんと同様に、これを原因と
するキャッシュ・インフローは報告主体に帰属する。したがって、経済的単一体概念のも
とでは、少数株主持分相当ののれんも「報告主体が支配」しているといえる。 
最後にのれんが「経済的資源」に該当するかであるが、ここで「経済的資源」とは、「キ
ャッシュの獲得に貢献する便益の源泉」であり、それは特に実物財に限られるものではな
い（第 3章注（2））。これに関しては、「キャッシュの獲得に貢献する便益の源泉」が、無
形のものであれ存在するからこそ、購入のれんも少数株主持分相当ののれんも存在すると
考えられる。内川（2010）では購入のれんに関して、これは将来に取得される超過利益の
存在を前提として、その超過利益取得権の売買譲渡価額として成立することが指摘されて
おり（p. 125）、また少数株主持分相当ののれんも将来に超過利益を獲得できるという期待
があるからこそ、識別可能資産の純額を企業価値が上回り、これら両者ののれんが認識で
きると考えられる。したがって、のれんは購入のれんであれ少数株主持分相当ののれんで
あれ、「経済的資源」であるといえる。 
ここでの結論として、購入のれんは完全に概念フレームワークにおける資産の定義を満
たしており、これは資産性を有すると考えられる。対して少数株主持分相当ののれんは資
産の定義を満たしているとは一概にはいえず、それは経済的単一体概念に立ったときにの
み資産として妥当だと思われる。 
 
4.2.3 のれんの資産性に関する他の議論 
梅原（2000）はのれんを購入のれんと自己創設のれんに大別し、そのそれぞれが資産の
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定義を満たすのかに関して検討をおこなっている（pp. 27-34）。まず資産の定義について
は、資産負債アプローチにおける一般的な資産の定義と、収益費用アプローチにおける一
般的な資産の定義とに区別している22。資産負債アプローチにおける資産とは、「経済的資
源」であり、収益費用アプローチにおける資産とは、「未配分原価」だとされている。そし
て、資産負債アプローチによる「経済的資源」という定義を「将来の経済的便益をもたら
す経済的資源」と「分離可能性があること」に分類している23。また、収益費用アプロー
チによる「未配分原価」という資産の定義も、「過去における原価を特定できること」と「将
来収益との期間的対応関係が認められること」とに分類している。そして、購入のれんと
自己創設のれんのそれぞれがこれら資産の定義を満たしているかが検証されている。 
結論として、資産負債アプローチに拠る場合、購入のれんも自己創設のれんも「将来の
経済的便益をもたらす経済的資源」という資産の本質的な定義のみ満たすとしている。そ
して収益費用アプローチに拠った場合、購入のれんは資産の両定義を満たすのに対し、自
己創設のれんは、資産の定義を一つも満たさないとしている。ここから、資産負債アプロ
ーチでは購入のれんと自己創設のれんは同様に処理すべきこと、収益費用中心アプローチ
では購入のれんのみを資産計上すべきことが主張されている。 
 しかし、IASC における基準では、「のれんを含む無形資産は原価すなわち当初測定額に
制約された」（梅原, 2000, p. 66）ものであり、それは現在も変わっていない。本来は、「資
産を経済的資源と定義した概念的枠組みの観点からすれば、原価に制約する必然性はない
はず」（梅原, 2000, p. 66）であり、したがって資産負債アプローチに基づくとされる IAS
は、自己創設のれんの資産計上は禁止し、しかし購入のれんの資産計上は強制するという
「非対称な会計基準」（梅原, 2000, p. 64）を要求していることになる。 
 
4.2.4 少数株主持分相当ののれんに関する資産認識 
本節第 2項において、経済的単一体概念に立つときのみ、少数株主持分相当ののれんは
日本の概念フレームワークにおける資産の定義を満たすことを確認した。つまり親会社概
念の採用が連結基準に明記されている日本の企業会計基準において、購入のれん方式が取
られていることは、特定の連結基礎概念に基づいた資産性の観点からは整合的であるとい
                                                 
22 本文では、資産負債アプローチは「資産負債観」もしくは「資産負債中心観」とされて
おり、収益費用アプローチも「収益費用観」もしくは「収益費用中心観」とされている。 
23 資産負債観における「将来の経済的便益をもたらす経済的資源」は、資産の本質的な要
件であるが、「分離可能性があること」の必要性は論者により分かれるとされる（p. 33）。 
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える。次にこの少数株主持分相当ののれんが資産の認識規準を満たすのかについて、すな
わち資産として貸借対照表に計上することが認められるのかについて購入のれんのケース
も踏まえて検討する。 
 
先に確認したように日本の概念フレームワークでは、あるものを資産として貸借対照表
上で認識するためには、それが資産の定義を満たすだけでなく、財務報告の役割を果たす
ものでなければならないという制限が加えられている。したがってのれんを貸借対照表上
で認識するにも、この資産の認識規準を満たす必要がある。 
 
購入のれんの場合、これは親会社が子会社の買収のため実際に支払った金額を基に算出
される。これは親会社による金銭の支払いを伴う取引の存在が前提となっており、のれん
は親会社が子会社の識別可能資産の純額を超えて支払った金額として理解できる。すなわ
ち親会社の経営者が子会社に対してのれん金額分の超過価値を見い出し、そしてそれに対
する投資の結果を表しているのがのれんだと考えられる。購入のれんは企業の投資のポジ
ションを表しているともいうことができる。また、こののれんは毎期の償却を通じて、費
用として企業の収益と対応させることにより、親会社による当該投資の成果を評価するこ
とに役立つと考えられる。したがって、購入のれんは企業の投資のポジションとその成果
に結びついており、これを資産として開示することは、「投資家による企業成果の予測と企
業価値の評価に役立つような、企業の財務状況の開示」24を行うという財務報告の目的に
も合致している。 
 
 いっぽう少数株主持分相当ののれんの場合に親会社概念に立つと、こののれんが資産の
定義を満たさないのは、先述のとおりである。またこのとき、少数株主に帰属するのれん
は親会社とは無関係であり、これを開示しても「企業の財務状況の開示」には当たらない
と考えられる。したがって、親会社概念による少数株主持分相当ののれんは財務報告の目
的にも合致しない。 
 ただ、経済的単一体概念に立てば、少数株主持分相当ののれんも資産の定義を満たすた
め、ここでは資産の認識規準が問題となる。経済的単一体概念においては、子会社も親会
社と同等に報告主体の一部を構成する。仮に報告主体たる子会社に生じている、取引実体
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のないのれん25を認識してよいのであれば、同じく報告主体たる親会社に生じている、取
引実体のないのれんも認識してよいはずである。しかし、これについては概念フレームワ
ークにおいて、財務報告の目的に適合しない自己創設のれんとして計上が認められていな
い。また、財務報告とは「自己の責任で将来を予測し投資の判断をする人々のために、企
業の投資のポジション（ストック）とその成果（フロー）が開示される」26ものであるが、
こののれんは親会社はもちろん子会社の投資とも関係がなく、したがってこの企業集団の
成果につながるものでもない。さらに、少数株主持分相当ののれんは実務上、少数株主に
帰属している識別可能純資産の純額と子会社株式の市場価格との差額として算出される。
このとき子会社株式の市場価格とは、投資家による企業価値の評価の結果の数値であり、
企業価値評価の結果によって規定されるのれんの数値が企業価値の評価に役立つとは考え
られない。 
 これらの理由から、親会社概念ではもちろん、たとえ経済的単一体概念に立ったとして
も、少数株主持分相当ののれんが当該財務報告の目的を果たせるとは考えられず、日本の
概念フレームワークに従うと、こののれんは資産として認識すべきではないという結論と
なる。 
 
4.2.5 小括 
 本節は、少数株主持分相当ののれんの資産性についての検討をおこなうことを目的とし
た。そこでまず、企業会計基準委員会より公表された概念フレームワークに基づき、資産
の定義と貸借対照表上での認識規準についてを確認した。その上で、のれんが資産の定義
に合致するかについて検討し、購入のれんについてはこれに合致するが、少数株主持分相
当ののれんについては拠って立つ連結基礎概念によって結論が異なる結果となった。すな
わち、親会社概念に立てば少数株主持分相当ののれんは資産の定義を満たしているとはい
えず、経済的単一体概念に立った場合に限り、これは資産性を有すると結論づけた。 
 そして、少数株主持分相当ののれんが貸借対照表上で認識可能なのかという資産の認識
規準について検討した。これは少数株主持分相当ののれんが財務報告の役割を果たすもの
であるのかといった検討である。その結果、当該のれんは企業集団の投資とは無関係であ
                                                 
25 少数株主持分相当ののれんは、少数株主にとっては過去に株式を取得した取引によって
取得したものであるが、親会社もしくは子会社という報告主体にとっては何の取引実体も
ないのれんとなる。 
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り、したがってこの企業集団の成果につながるものでもないという考えによって、この認
識規準は充足されないとした。つまり、少数株主持分相当ののれんは日本の概念フレーム
ワークに従った場合において、貸借対照表上で認識することができないものであると考え
ることができる。 
 
4.3 自己創設のれんとの関係 
 
当節では、自己創設のれんと少数株主持分相当ののれんとの関係についての検討を行う。
一般に、少数株主持分相当ののれんを計上することは自己創設のれんを計上することに相
当するとして、これが全部のれん方式を反対する論拠となっているため27、当節ではその
妥当性を探る。そこでまずは、自己創設のれんについて、その定義の確認とこれの計上が
認められない論拠について概観する。そして全部のれん方式を採用することで計上される
ことになる少数株主持分相当ののれんは、こういった自己創設のれんに相当するものであ
るのかについて考察し、全部のれん方式を否認する論拠の 1つが正当なものであるかにつ
いて結論付ける。 
 
4.3.1 自己創設のれんとその計上禁止の論拠 
 まず自己創設のれんとは何かについて確認すると、日本における討議資料「財務会計の
概念フレームワーク」では、「営業上の固有のメリット等を考慮して報告主体が主観的に期
待した将来キャッシュフローの割引現在価値（資産の利用価値）と、流通市場で成立して
いる当該資産の市場価格との差額」とされている（勝尾, 2012, p. 60）。また、山内（2010）
で自己創設のれんは内生暖簾という用語で「ある企業の内部で創出された暖簾」だとされ
ている。さらに内川（2010）によると、これは「超過利益を取得している企業自身が、そ
の取得しうる将来の超過利益見込額を平均的利益率で評価替することによって生じた、そ
の超過差額部分を資産の一項目として貸借対照表に計上する場合に生ずる」のれんである
（p. 128）。つまり自己創設のれんとは、支出を伴わず、報告主体自身によって生成された
ものだということができる。 
 
                                                 
27 企業会計基準委員会 2009 年公表の「企業結合会計の見直しに関する論点の整理」78 項
や川本（2004, p. 48）を参照。 
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斎藤（2010a）によると、投資家に企業の財務状態を開示することで、彼らの自己責任
でリスク投資を行う条件を整えるという、資本市場のインフラ・ストラクチャーであるデ
ィスクロージャー制度の技術的な基礎を成しているのが企業会計である。そのため、企業
会計が生み出す利益の情報は企業成果の予測値ではなく、現在までの事実を事後的にとら
えた実績値であり、そうした事実を知らされたうえで投資家は自己責任で将来を予想し、
投資意思決定を行う（pp. 5-7）。したがって、自己創設のれんの計上は、企業における現
在までの事実の情報を開示し、それによって投資家は自己の責任において企業の将来キャ
ッシュフローを予測して現在の企業価値を評価し、そして投資意思決定を行うというディ
スクロージャー制度にそぐわないものである。更にいえば、のれんが発生すると株主はそ
の分の株式価格の上昇というキャピタル・ゲインを享受するが、これは「株主の所得であ
って企業の利益ではない。のれんが識別可能な資産に変わって企業に帰属したときに、は
じめてそれは企業の利益（資本のコストを超える超過利益）として実現する」（斎藤, 2010b, 
p. 34）。 
 経営者と投資家の役割分担というこの観点は、Chambers（1966）においても、「企業全
体の価値を算定することは会計の機能には含まれておらず、その役割は企業の構成員と潜
在構成員に存する」とされ、自己創設のれんの計上が否定されている（p. 212）。 
 
 また、自己創設のれんの計上の可否については、古くは財務報告におけるのれんの取扱
いについて明示的な議論が始まった Dicksee（1897）にまで遡ることができる（勝尾, 2012, 
p. 65）。Dicksee（1897）は、「会計上においてのれんとして認識（insertion）することが
許される唯一の場合とは、現在の所有者による事業上ののれんに対する実際の支出がある
場合である」（p. 46）としている。さらに一定の広告宣伝支出についても、その支出が適
切なものであればのれんとしての計上を認めていることから（p. 46）、Dicksee はのれん
を資産計上するか否かの判断基準として、支出の事実の有無を用いているとされている（勝
尾, 2012, p. 66）。 
そしてこれに従うと、実際には支出を伴わない自己創設のれんの計上は認められないこ
とになる。勝尾（2012）のレビューによると、Dicksee（1897）以降の 1900 年前後の文
献において、「購入のれんについては取得原価で資産計上するという考え方が 20世紀初頭
においてすでに確立していたことが確認された」が、「対価の支払いによって取得されたわ
けではない、自社で生成されたのれんについては、その資産計上を積極的に認めようとす
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る主張はみられなかった」（p. 72）とされている。そして、「20 世紀初頭においては、資
産計上の対象を購入のれんに限るとしつつも、実質的には、支出の事実の有無ないし直接
の要因となる支出の特定可能性の有無といった判断基準に基づいて、一定ののれんについ
て、その資産計上を認めようとする見解が大半を占めていた」（p. 72）とされる。 
では、なぜこのような対価の支払いを伴わない、つまり取引に基づかない自己創設のれ
んは認識すべきでないのか。取引に基づいていなくとも、企業がのれん価値を見積もって
これを資産計上すること自体は不可能ではないはずである。しかし、井尻（1968）では取
引に基づかずに「財の単なる増減だけを記録したのではどういう不都合が起こるのであろ
うか」（p. 117）ということについて述べられている。ここではまず、財というものはそれ
が取得されるためにいくらかの犠牲が要され、またその財の取得によって効益がもたらさ
れることになると述べられている（p. 50）。つまり犠牲によって財を得、財によって効益
を得る、という因果関係が３者の間に存在するのである（p. 50）。この財を得るために要
する犠牲と財がもたらす効益を、あたかも財それ自身の性質であるかのように表現すると
（p. 50）、ある財の価値を測ろうとするとき、その財の取得に要した犠牲分によって測る
方法と、その財から得られる効益によって測る方法があるといえる。井尻（1968）では、
こういった価値の二元性について、その価値の会計的な評価方法が以下の表でまとめられ
ている。この中で犠牲値に基づくもので歴史的原価は、事実的因果網に基づく評価が確定
的であり、実証性と確定性を持っているとされる（pp. 88-89）。 
 
[図表 4-2]会計の評価方法の分類 
 
歴史的原価 実現価額 
再調達価額 実現可能価額 
                     [出典]井尻（1968 p. 86） 
 
この取得原価による資産の評価とは会計上どのような意義を有するのか。会計において
は、犠牲によって財を得て、財によって効益を得るという、因果関係に基づく一連の過去
の事象の規則性が将来も働くであろうという類似過程こそが未来を予測する唯一の基礎な
のであり（p. 117）、ここに取引に基づいて資産を取得原価で評価する意義の 1つがあると
考えられる。井尻（1968）では、過去の規則性が将来にも妥当するという仮定に基づいて
犠牲値に基づくもの 効益値に基づくもの 
事後評価 
事前評価 
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将来を予測するためには、取引に基づく取得原価による資産評価こそが必要だと考えられ
ている。ここで規則性とは、犠牲によって財を、財によって効益を、という因果関係に基
づく犠牲と効益の規則性であり、この規則性があると仮定するために、犠牲値たる取得原
価には将来の効益を予測する上で意義があるのである。したがって、そもそも取引がなく、
対価の支払いのない財であり、この因果の関係とは無関係の自己創設のれんは、資産とし
て認識することは認められないというように考えることができる。 
 
このように、自己創設のれんの計上が禁止される理由は、主には会計の役割の範囲にか
かるものと、対価の有無に関するものとに大別できる。また山内（2010）は、自己創設の
れんの計上が現在まで認められてこなかった理由として、自己創設のれんの測定の困難性
と測定数値への信頼性の付与の難しさ、自己創設のれん情報の提供が会計の役割を超える
こと、そして伝統的に行われてきた利益計算の体系との整合性がとれないことの 3 点を挙
げており、特に自己創設のれんの計上が企業価値全体の情報を提供することにつながり、
会計の役割という観点から少なくとも現時点で自己創設のれんを認識することは難しいと
結論付けている（pp. 275-276）。 
 
4.3.2 自己創設のれんと少数株主持分相当ののれんとの関係 
内川（2010）は、少数株主持分相当ののれんを計上しようとしているのは、それを創出
した被投資企業ではなく、取得企業の側であるため、この少数株主持分相当ののれんと「超
過利益を取得している企業自身が、その取得しうる将来の超過利益見込額を平均的利益率
で評価替することによって生じた、その超過差額部分を資産の一項目として貸借対照表に
計上する場合に生ずる」のれんたる自己創設のれんは別個のものだとしている（p. 129）。
いっぽう川本（2004）は、全部のれんは自己創設のれんの一種であり（p. 48）、全部のれ
ん方式について、主に自己創設のれんを計上しないという原則に反しないのかという点に
ついての検討が必要だとしている（p. 58）。 
そこで、まず前節で確認した自己創設のれんの定義であるが、それは「営業上の固有の
メリット等を考慮して報告主体が主観的に期待した将来キャッシュフローの割引現在価値
（資産の利用価値）と、流通市場で成立している当該資産の市場価格との差額」や「ある
企業の内部で創出された暖簾」、また「超過利益を取得している企業自身が、その取得しう
る将来の超過利益見込額を平均的利益率で評価替することによって生じた、その超過差額
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部分を資産の一項目として貸借対照表に計上する場合に生ずる」のれんだといったもので
ある。少数株主持分相当ののれんがこれら自己創設のれんに該当するのかについて重要と
なる問題は、自己創設のれんのこれら定義における「報告主体」や「ある企業」、「超過利
益を取得している企業自身」が何を指すのかであると考えられる。 
経済的単一体概念に立つと、これら「報告主体」、「ある企業」、「超過利益を取得してい
る企業自身」とは、親会社はもちろん子会社も含めた一体としての経済グループ全体を指
すことになる。少数株主に帰属するのれんとは経済グループの一員たる子会社に生じてい
るのれんであり、これは「報告主体」に生じているのれんということができる。このとき、
少数株主持分相当ののれんは自己創設のれんであると考えられる。つまり、少数株主持分
相当ののれんの認識が一般に認められるとされている経済的単一体概念において、少数株
主持分相当ののれんは自己創設のれんの一種だと判断されてしまうことになる。 
 しかし親会社概念では、「報告主体」は親会社となるため、子会社に生じているのれんは
報告主体に生じているのれんではない。つまり少数株主持分相当ののれんは報告主体に生
じているのれんではないため、これは自己創設のれんの定義には当たらない。したがって、
この場合に少数株主持分相当ののれんは購入のれんでも自己創設のれんでもなく、「両者と
は別個のいわば第三の「のれん」ということになる」（内川, 2010, p. 129）といえる。た
だ親会社概念においては、第３章で確認したように、そもそも少数株主持分相当ののれん
を認識することは正当化できない。また、この第３ののれんともいえる少数株主持分相当
ののれんも実際の支出を伴ってはいない。その意味で、こののれんは自己創設のれんが資
産認識できない論拠となっている特徴を有しているといえる。 
 
 
4.4 他の会計処理との整合性の観点 
 
4.4.1 全面時価評価法との整合性 
 第 2章で確認したように、少数株主持分を公正価値で評価することで全部のれん方式を
採用する論拠として、 IFRS では全面時価評価法との整合性の観点が挙げられている
（IFRS3 BC207）。これは、連結財務諸表においてのれん以外の子会社資産・負債は公正
価値によって評価する（IFRS3 18）ことと、同じく子会社資産であるのれんの評価方法と
の整合性を保つべきというものである。 
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これに関連した議論は、たとえば Moonitz（1951）でも指摘されている。そこでは、識
別可能資産に関しては親会社の子会社に対する持分比率に関係なく、資産全体として認識
するのに対し、のれんだけがその例外だとされ（p. 115）、つまり全部連結との整合性が取
れないという主張がなされている。 
そこで本項では、少数株主に帰属するのれんと、同じく少数株主に帰属するのれん以外
の子会社資産・負債との間に、整合的な会計処理が求められる合理的な根拠が存在するか
について検討する。ここで、連結上の子会社資産の認識・測定の観点を図示すると、以下[図
表 4-3]のように考えられる。 
 
[図表 4-3]子会社資産の認識・測定 
 親会社持分 少数株主持分 
子会社資産の認識28 ○ ○ / × 
子会社資産の評価差額 ○ ○ / × 
子会社のれん ○ ○ / × 
 
 この図表は子会社の資産・負債に関して少数株主に帰属する部分をどの程度認識するの
かといった問題について整理している。少数株主に帰属する子会社資産を認識する場合は
全部連結という方法であり、これを認識しない場合は比例連結となる。また、子会社資産
の評価差額を少数株主に帰属する部分まで認識するのであれば全面時価評価となり、これ
を認識しないのであれば部分時価評価となる。そして繰り返しになるが、子会社ののれん
に関して、少数株主に帰属する部分まで認識するものが全部のれん方式、親会社持分に帰
属する部分のみを認識するものが購入のれん方式となる。 
そこで、日本の会計基準についてこの図表に当てはめると以下[図表 4-4]のようになる。
以下では、のれんとのれん以外の子会社資産とを整合的に処理すべきかについて、親会社
概念と経済的単一体概念とに分けて検討する。 
 
 
 
                                                 
28 ここでの子会社資産には、当然のれんは含まれない。 
→全部連結 / 比例連結 
→全面時価評価法 / 部分時価評価法 
→全部のれん方式 / 購入のれん方式 
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[図表 4-4]日本基準における子会社資産の認識 
 親会社持分 少数株主持分 
子会社資産の認識 ○ ○  
子会社資産の評価差額 ○ ○  
子会社のれん ○ × 
 
 まず親会社概念に立った時、日本基準を始め各主要基準が採用しているような全部連結
や全面時価評価法は正当化できるであろうか。これに関しては、特に親会社概念に拠るこ
とが明記されている日本基準について重要な意味を持つと考えられる。 
 親会社の持分のみを厳密に表すならば、比例連結を採用すべきかもしれない。しかし、
第 3 章で確認したように、Baxter and Spinney（1975）は親会社拡張概念では全部連結、
全面時価評価法が採用されるとしており、この親会社拡張概念は親会社株主により十分な
貢献をするために親会社概念を拡張したものであり、したがって連結実体の株主持分を親
会社の株主持分とみなしている（p. 34）。このような処理方法は、演繹的に導かれるわけ
ではないが、経済単位の所有者は親会社株主だという観点を保持しつつも、実体概念にお
ける望ましい部分も取り入れたものとされており（p. 34）、親会社概念に立ったうえでの
全部連結・全面時価評価法はこういった観点から正当化できるかもしれない。 
さらに、親会社概念に立っている日本基準では、時価で評価する子会社の資産・負債の
範囲について、「部分時価評価法と全面時価評価法とが考えられる。前者は、親会社が投資
を行った際の親会社の持分を重視する考え方であり、後者は、親会社が子会社を支配した
結果、子会社が企業集団に含まれることになった事実を重視する考え方である」（連結基準 
61 項）としている。つまり、全面時価評価法を採用するにあたっては、「支配」の有無が
重要となってくると考えられる。 
親会社は子会社を支配しているのか、また子会社の識別可能資産・負債を支配している
のかに考える前に再度、支配の定義を確認すると、支配とは、「所有権の有無にかかわらず、
報告主体が経済的資源を利用し、そこから生み出される便益を享受できる状態をいう」と
されている29。ここで報告主体たる親会社は、経済的資源としての子会社や、子会社資産
を利用することができる。また、親会社は子会社資産から生み出されたキャッシュ、すな
                                                 
29 企業会計基準委員会討議資料「財務会計の概念フレームワーク」第 3章 4項脚注。 
整合性が求められる部分 
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わち子会社が生み出すキャッシュについて、配当という形で親会社の持分比率に相当する
部分のみではあるが、受け取ることができる。そのため、報告主体たる親会社は経済的資
源たる子会社資産もしくは子会社を利用し、そこから生み出される便益を享受できる状態
にあるといえ、親会社は子会社資産もしくは子会社を支配しているといえる。一方、子会
社ののれんについてであるが、これは本章第２節で確認したように、親会社概念に拠れば
これは支配の定義を満たさない。 
 したがって、親会社概念においてのれん以外の子会社資産と子会社ののれんとの取扱い
を異にすることは、支配の有無の事実を重視する考え方を取るならば、これを正当化する
ことができ、両者の会計処理において整合性を保つべき必然性は薄いと考えられる。 
 
次に経済的単一体概念に拠った場合であるが、経済的単一体概念では親会社も子会社も
同等に経済実体の構成単位と考える。そのため、こういった経済実体の資産・負債の認識
の如何を親会社持分、少数株主持分、親会社株主持分という３つの持分保有者ごとに、先
の[図表 4-3]を元にしてこれに修正を加えて示すと以下[図表 4-5]のようになる30。 
 
[図表 4-5]経済的単一体概念における、持分保有者ごとの経済実体の資産の認識 
 親会社持分 少数株主持分 親会社株主持分 
経済実体の資産の認識 ○ ○ ○ 
子会社資産の評価差額 ○ ○ ―― 
経済実体ののれん ○ × × 
 
 この図表のように考えると、少数株主持分の列だけをみて、この整合性を求めるという
主張の正当性には疑義が残る。少数株主持分相当ののれんの認識を会計処理の整合性の観
点から求める場合、なぜ経済実体ののれんの行の整合性に関しては求められず、少数株主
持分にかかる列の整合性に関しては求められるのか、という疑問に答えを与える論拠が必
要になるように思われる。 
 
                                                 
30 日本基準による。 
４４ 
4.4.2 のれんと、他の資産との整合性 
 川本（2004）で「資産の定義をともに満たすという理由は、のれんとその他の資産とを
同様に扱うべき論拠として充分なのかは問われるべきであろう」（pp. 58-59）とされてい
るように、実際に少数株主持分相当ののれんは他の資産と同様に扱われるべきなのであろ
うか。                                  
Hatfield（1918）では「無形資産を株式会社の財産目録に含めることは、しばしば一般
的な批判の的となっているが、そこにのれんを含めることの合法性は、裁判所によっても、
また会計人によっても、長く認められたところとなっている」（p. 103）とのれんを貸借対
照表に計上することには肯定的であるが、しかし同時にのれんの評価に際しては取得原価
が限度とされなければならないとされている（p. 104）。Hatfield（1918）は「宝物を見つ
けた場合、たとえ、その発見者は費用を要さなかったとしても、その宝物を財産目録に含
めることに反対する人は誰もいないはずである。しかし、のれんは、それが対価を支払っ
て取得されたものでない限り、きびしく除外される」（p. 104）と、のれんは他の資産とは
異なり取得に費用が費やされた場合に限り、認識すべきことを指摘している。このように、
古くからのれんは他の資産とは異なる処理がされるべきだと考えられている。 
 
 現代の議論に目を移すと、内川（2010）は購入のれんを取り上げて、取得企業はこのの
れん部分からは利益を得ることはできず、したがってこののれんの計上によって取得でき
る将来の利益額が増大することはないと指摘している（p. 125）。つまり購入のれんは、「将
来に取得される超過利益の存在を前提として、その超過利益取得権の売買譲渡価額として
成立する」ため、概念上、のれんは超過利益取得後にその結果として生ずるものであり、
逆ではないとされている（p. 125）。したがって、「「のれん」と他の有形諸資産との間には、
両者が等しく資産として計上されているとしても、以上に述べたような利益を生むか生ま
ないかという、その異質性が存在するということを十分に認識しておくべき」（p. 126）だ
とされる。 
また川本（2004）は、わが国の会計基準委員会（ASBJ）の IASB へのコメント（2003
年 5 月 16日付）で全部のれん方式に反対しているものを取り上げている（p. 50）。そこで
は、その論拠の一つとして「分離可能性を欠くのれんは他の識別可能資産と異なる性質を
もつこと」が挙げられている（p. 50）。したがって「かりにのれんが資産だとしても、ASBJ
が主張するように、他とは違う資産かもしれない」（p. 50）のである。 
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これらの記述にみられるように、確かにのれんは資産性を有するかもしれないが、しか
しそこには他の資産と比べて異質性も存在しているようである。たとえ資産であっても、
性質が異なればその測定方法も異なるのは、時価評価する売買目的の有価証券の会計処理
と、時価評価が認められていない非金融資産の処理方法の違い一つをとっても明らかであ
る。つまり資産性を有するといっても、その測定に関しては資産の性質が考慮されなけれ
ばならない。 
 では、あるものが資産性を有するとき、資産の中身に関わらず、それは資産として即認
識されなければならないのであろうか。この点に関して、川本（2004）では実際にのれん
と他の資産とで異なる取扱いがなされているケースが指摘されている（p. 52）。そこでは、
有形資産を無償取得した場合には、取得時点の公正価値で記録するのが一般的なルールで
あるが、それに対し、のれんを無償取得した場合に公正価値で資産計上すべきというルー
ルは現在までにはないとされており、したがって、「明らかにのれんは他の資産とは区別さ
れている」（p. 52）。これは資産の認識に関する問題であり、少なくとも現行上では、のれ
んは資産の認識面においても他の資産と区別されているということができる。この取扱い
を是とするならば、のれんは他の資産と同様に資産性を有するという理由だけでもって、
少数株主持分相当ののれんも他の資産と同様に認識されなければならないとすることは難
しいように思われる。 
 
4.4.3 小括 
以上、本節でみてきたように、他の会計処理との整合性の観点から全部のれん方式を採
用すべきという主張に関しては、疑義を挟む余地があるように思われる。仮に、他の処理
方法との整合性の観点からある会計処理を導出するのであれば、これら処理方法が整合的
であるべき必要性が求められるはずである。全部のれん方式を他の会計処理との整合性の
観点から主張するときの問題点として、なぜ少数株主持分相当ののれんの異質性を前にし
てもなお、それを超えて整合性が求められるのか、という点に関する根拠が不足している
ことが挙げられるであろう。 
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第 5 章 少数株主持分の測定方法 
 
前章では、少数株主に帰属するのれんについて、貸借対照表の資産項目としての適格性
の観点からの考察をおこなった。そこで次に、少数株主に帰属するのれんの相手勘定であ
る貸方の少数株主持分に目を向けてみると、この少数株主持分を公正価値で測定すれば、
少数株主に帰属するのれんも認識されることになり、全部のれん方式となる。逆に少数株
主持分の額を、少数株主の持分比率で子会社の資産・負債の差額を比例按分することで算
出すると、少数株主持分ののれんは認識されず購入のれん方式となる。つまり全部のれん
方式の是非をめぐっては、少数株主持分相当ののれんを資産として認識してよいのかとい
う問題だけでなく、貸方項目である少数株主持分をどのように測定するべきかという問題
からも考えられる。したがって、本章では少数株主持分を公正価値で測定することについ
ての考察を行う。 
 
5.1 少数株主持分の分類 
 
 少数株主持分を公正価値で測定することに関して論を進める前に、その前提として少数
株主持分は負債であるのか資本であるのかを確定させる必要があると考えられる。これは、
負債の評価に関しては債務額もしくは償却原価での評価の他に、時価で評価されるトレー
ディング目的の負債があるのに対し（川村, 2004, p. 19）、資本の評価に関しては、伝統的
な名目資本維持概念のもとでは「拠出資本と企業活動の全体から生じた利益の留保額の合
計」（川村, 2004, p. 19）とされているためである。したがって、少数株主持分が負債項目
にあたるのか、それとも資本項目にあたるのかを考えることなしにその評価方法を断定す
ることはできない。そこで本節では、まず負債と資本の区分についての議論を簡単に概観
し、少数株主持分がそのどちらに分類されるか、または後述するように両者の中間項目と
されるべきなのか、それともそもそも貸方項目に関しては区分すべきではないのか、とい
ったことを検討する。 
 
 一般に貸借対照表の貸方項目は負債と資本から構成されると考えられているが、貸借対
照表貸方の境界線については負債と資本の 2区分にする方法の他に、両者の間に中間領域
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なるものを設けて貸方を 3区分する方法や、貸方を区分せずに一定の方法で貸方項目を配
列する方法が考えられる（徳賀, 2003, p. 19）。さらに、貸方を負債と資本の 2区分にする
としても、その方法としてまず負債とは何かを明確にし、負債に該当しない項目を資本と
する「負債確定アプローチ」と、まず資本とは何かを明確にし、資本に該当しない項目を
負債とする「資本確定アプローチ」、そして基本的には負債確定アプローチを採用しながら
資本確定アプローチも部分的に採用する「混合アプローチ」の 3つが考えられる（徳賀 2003 
p. 19）。このように徳賀（2003）では、負債と資本の区分基準として「負債確定アプロー
チ」、「資本確定アプローチ」、「混合アプローチ」、貸方を 3 区分する「中間領域設定アプ
ローチ」、貸方を区分しない「無区分アプローチ」の 5つが挙げられている。 
 これらのような貸借対照表の貸方の区分方法がある中で、川村（2004）では実際にどの
ような方法を採るべきかに関して、そもそも負債と資本を区分する目的である請求権の優
先劣後関係の表示と、利益計算の基礎の提供という 2 つの観点から検討を行っている。そ
こで、請求権の優先劣後関係の表示という観点では、企業への請求権の優先性や劣後性の
順に貸方項目の配列を行うとしても、貸方の境界線をどのように引くのかという問題を解
決することはできず、貸方を 2区分にするのか 3区分とするのか、もしくは無区分とする
のかを決定することは難しいとされている（pp. 9-12）。これは、たとえ貸方を無区分にす
るとしても、請求権の優先性や劣後性の順に貸方項目を配列すればこの優先劣後関係の表
示は達成することができ、それは貸方の境界線を何本引くか、どの規準で引くかといった
こととは別の問題であると考えられる。 
 一方、利益計算の基礎の提供という観点からは、負債の調達コストは費用となるのに対
して資本の調達コストは利益処分とされることや、負債は評価差額や決済差額が損益とさ
れる場合があるのに対して資本それ自体は評価の対象とはなっていないことから、利益の
帰属主たる資本は他と区別される必要があり、貸方を無区分とすることはできないとされ
ている（pp. 18-21）。 
川村（2004）ではこれら考察の結果、貸借対照表の貸方の区分方法については「請求権
の優先劣後関係を表示する観点から 2 区分説に立ち、貸借対照表の貸方を優先区分と劣後
区分に区分し、さらに残余利益計算の基礎を画定する観点から、劣後区分の中で残余持分
をさらに区分するアプローチ」（p. 21）と「請求権の優先劣後関係を表示する観点からは
無区分説に立ち、そのうえで残余利益計算の基礎を画定する観点から残余持分を他の請求
権の所在が判別しうる特定持分から区分するアプローチ」（p. 21）の 2つが考えられると
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されている。つまり前者は貸借対照表の貸方を 3区分とする方法であり、後者は 2 区分と
する方法である。 
 少数株主持分は、これらのアプローチを用いた時にどのように分類されるのであろうか。
両アプローチに共通しているのは利益計算の基礎として残余持分を他の請求権と区別する
点であり、少数株主持分がこの残余持分に相当するかが問われることとなる。ここで、一
般に経済的単一体概念に立てば、少数株主持分は親会社株主と同様に、企業の残余持分の
保有者として資本項目となると考えられている31。そこで以下では、全部のれん方式を肯
定していると一般に考えられている経済的単一体概念の考え方に基づき、少数株主持分は
資本項目の一つとして分類されるという前提で検討を行う。 
 
5.2 少数株主持分を公正価値測定することの是非 
 
川本（2009）は、現在米国基準や国際財務報告基準において少数株主持分を公正価値で
測定することが認められていることについて、「これは少数株主持分をリアリティのある金
額で測定しようという話というよりも、連結のれんを他の資産同様、少数株主の持分に見
合う分も含めて、企業結合時の公正価値で評価（全部のれん方式）したい、そのために少
数株主持分を公正価値で測定することが必要になるという話であろう」（p. 38）としてい
る。だとすれば、少数株主持分を公正価値で測定することは、のれんの認識・測定32を一
定の方法で行うための単なる手段ということになる。この手段に依る目的は、のれんを公
正価値で測定することであるが、それについては前節までで否定的な結論を導いた。した
がって、その手段である少数株主持分の公正価値測定も当然否定されることになる。 
では、少数株主持分を公正価値で測定すること自体に意義はあるのだろうか。第２章で
確認したように、IFRS では公正価値で測定された少数株主の情報は、「将来においても、
親会社の株式の価値を見積もる際に有用である」（IFRS3 BC207）としている。しかし、
なぜ公正価値で測定された少数株主持分が親会社の株式価値の算定に有用であるのかは説
明されていない。これに関して川本（2009）では、株式価値を推定する一つの方法として、
企業に流入するキャッシュフローについての将来予測を行い、それを現在価値に割り引い
                                                 
31 たとえば佐藤（2003, p. 52）や川村（2004, p. 28）。 
32 少数株主持分を公正価値で測定した場合、少数株主持分相当ののれんが新たに認識され
ると考えることもできるし、またのれん自体が公正価値で測定されると考えることもでき
る。 
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て企業の事業価値を求め、そこから負債を差し引くことによって株式の時価総額を推定す
るものがあるが、この時に株主資本価値を構成しない少数株主持分は負債と同様に事業価
値から差し引かれなければならないが、この差し引く金額を決定するときに少数株主持分
の公正価値が分かっていれば、それが容易になるという（p. 39）。一見このような観点か
らは、少数株主持分を公正価値で測定することが正当化できるようにも思える。しかし、
川本（2009）はこの点に関して、IFRS３号が少数株主持分の公正価値測定を求めている
のは子会社取得時のみであることを指摘し、仮に少数株主持分の公正価値情報が投資家に
とって有用だという話であれば、少数株主持分を継続的に公正価値で評価替えすべきであ
るとしている（pp. 39-40）。さらには、「少数株主持分を公正価値で測定する能力を経営者
が有しており、かつ、その能力を決算書作成に行使するのが情報利用者のためになるとい
うのであれば、親会社株主の持分についても、経営者はそれを測定することが可能であろ
うし、また、その能力を行使するのが情報利用者のためになるという結論になるのではな
いだろうか」（p. 40）とされており、これら２つの主張は IFRS で主張される少数株主持
分の公正価値測定の論拠を否定するに足る反論であるように思える。 
 
では、資本項目の１つである少数株主持分には、どのような測定属性が用いられるべき
であろうか。万代（2011）で「何のために測定を行うのか、測定の目的を決めなければ、
測定されるべき属性も決まらない」（pp. 336-337）とされているように、少数株主持分の
測定属性を考える上では、現在志向されている会計モデルとその目的33に照らしてみる必
要がある。1990 年代以降に関して浦崎（2011）では、金融市場の拡充やニューエコノミ
ーの台頭によって、原価を基調とする利益計算体系が後退し、時価評価の対象が拡張した
とされている（p. 388）。そして現代の会計の潮流は、コンバージェンスの名の下で IFRS
との差異縮小へと向かっているが、IFRS 開発を担う IASB は、ストック重視の公正価値
会計による基準開発を進めようとしている（辻山, 2011 p. 65）。 
この公正価値会計とは、「すべての資産負債について期末日現在の公正価値で評価し、
そのような資産負債の差額として計算された純資産の期首期末の差額として結果的に利益
                                                 
33 2010 年に IASB が公表した「財務報告に関する概念フレームワーク」において、財務
報告の目的は投資家や債権者の意思決定に有用な財務情報と提供することであるとされて
いる（OB2）。 
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が計算される会計の体系」（万代, 2011 p. 360）である34。このような会計モデルは徳賀
（2011）においては「純資産簿価モデル」とされ、こういったストック重視の会計利益モ
デルにおいてストック価値を追求すると、究極的には非金融資産や非金融負債だけでなく、
現在はオフバランスの自己創設のれんまでもが公正価値で評価され、オンバランスされる
ことが指摘されている（p. 97）。このモデルにおいては、市場の平均的期待を反映してい
る市場価額（資産に関しては現在出口価値）と、経営者によって推定される使用価値によ
って算定された純資産簿価が、投資意思決定に資する情報とされる（徳賀, 2011 p. 97）。
したがって、「投資者は純資産簿価算定の方法と結果の是非を判断した上で、当該純資産簿
価と現在の株価との比較を行って投資を行うことになる」（徳賀, 2011 p. 97）。 
このような会計モデルにおいても、純資産額は資産と負債の差額から従属的に導かれる
ものであり、純資産の項目を直接的に公正価値測定しようというものではない。また概念
フレームワークにおいても、持分とは企業のすべての負債を控除した後の資産に対する残
余持分とされ（4.4 項）、つまりこれは残余として従属的に算出されるものだとされている。
このように、公正価値評価が拡大しているといわれる（大日方, 2011, p.260）現代におい
ても、一般にその対象は資産・負債が想定されており、資本項目はあくまで結果として導
かれるものであると考えられる。したがって、資本項目である少数株主持分を公正価値で
測定すべきというためには、上記のような公正価値会計とも違った会計モデルが必要だと
いえる。 
 
5.3 のれんと資本の規定関係 
 
 また、少数株主持分に関連した議論として、第１章で取り上げた Moonitz（1951）によ
る全部のれん方式を支持する基礎となるものがある。これは、企業の資産や負債を利用し
て資本価値を生み出すという実体を重視し、そのため資産と負債から資本を導くという順
                                                 
34 なお、浦崎（2011）は公正価値会計について、狭義には期末時点の金融資産および金融
負債の評価に関するものであり、広義に解釈すれば「期中における損益取引の公正価値測
定および期末時点の資産・負債の全面的な公正価値評価を想定した会計システム」だとし
ている（p. 367）。 
そして万代（2011）は公正価値会計について、測定値を公正価値で統一することの自己
目的化を指摘しているが（p. 360）、本論で公正価値会計それ自体に関する価値判断は行わ
ない。したがって、以下の記述も公正価値会計の有用性を肯定する意図があるものではな
い。 
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序が正当だとするものである（pp. 38-39）。親会社の投資額によってのれんを規定するや
り方について Moonitz（1951）は、「当該資産の価値が株式資本金に対して形式的に割り
当てられた金額如何により決まってしまうという意味の欠点がある。いかなる場合におい
ても資本主持分の大きさは資産および負債につけられた価値によって決まるのであり、こ
の点は単独の取引にもまた会社を一単位とした取引にもあてはまる」（p. 118）としている。
経済的単一体概念の支持者である Moonitz にとっては少数株主持分も株主資本であり、こ
の株主資本たる少数株主持分の如何によってのれんの金額が変わってくる購入のれん方式
は、資本が資産を規定してしまうことになり、経済活動の実体と乖離してしまうことにな
るということである。 
 そこで、まずはこの主張に関する仕訳を確認する。ここでは、A 企業が B 企業の株式を
取得するとき、被取得企業である B 企業の識別可能資産の公正価値は 1,000,000 円で、識
別可能負債は保有されておらず、また B 企業ののれん価値をも含めた企業全体の価値は
1,100,000 円であり、A 企業の支払対価額や少数株主持分の公正価値もこの金額を比例按
分した額だとする（簡便化のため支配プレミアムはないものとする）。このとき取得企業で
ある A 企業が B 企業の株式の 70％を取得した場合と 80％を取得した場合とで考える。購
入のれん方式によった場合、仕訳は以下のようになる。 
 
70％取得時（購入のれん方式） 
（借）識別可能資産 1,000,000  （貸） 対  価  770,000  
   の  れ   ん     70,000     少数株主持分 300,000 
 
80％取得時（購入のれん方式） 
（借）識別可能資産 1,000,000  （貸） 対  価  880,000  
   の  れ   ん     80,000     少数株主持分 200,000 
 
70％取得時（全部のれん方式） 
（借）識別可能資産 1,000,000  （貸） 対  価  770,000  
   の  れ   ん    100,000    少数株主持分  330,000 
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80％取得時（全部のれん方式） 
（借）識別可能資産 1,000,000  （貸） 対  価  880,000 
   の  れ   ん    100,000    少数株主持分  220,000 
 
 このように購入のれん方式では、取得企業が取得した被取得企業の割合が異なれば、の
れんの金額も異なる。一方、全部のれん方式では企業結合がどのような形であれ、のれん
の金額は変わらない35。したがって購入のれん方式では、資本項目たる少数株主持分の金
額の如何により、のれんの金額が変わってしまうように感じられる。 
 しかしながら、経済的単一体概念において購入のれん方式を採ったとしても、「資本が資
産を規定している」という規定関係とは別の考え方もできる。基本的に購入のれん方式に
おいて、のれんの金額は報告主体の支払対価額に規定されるとも考えられる。それは、購
入のれん方式によるのれん金額は、報告主体による対価の支払額とこれに相当する子会社
の資産・負債部分の差額として算出されるためである。つまり、のれんは資本項目によっ
て規定されているのではなく、企業結合時における報告主体による対価の測定値によって
規定されるのである。また、資産・負債から資本を規定するべきという主張であるが、全
部のれん方式では資本項目たる少数株主持分を直接に公正価値で測定しようとしているた
め、むしろ当該方式はこの主張に馴染まない。購入のれん方式によれば、少数株主持分の
金額は子会社資産・負債の金額を少数株主の持分比率で比例按分したものとなるため、こ
れは資産・負債から資本項目を導いている処理方法だということができる。 
 このように少数株主持分やのれんの規定関係を図示すると以下のようになる。ここでは、
先ほど仕訳例を考えた時と同様のケースで、取得企業が被取得企業の 70％の株式を取得し
た場合を考えている。なお便宜上、被取得企業の識別可能資産は取得企業の持分に相当す
る 70％部分と、少数株主持分に相当する 30％部分に分けている。 
 
 
 
                                                 
35 支配プレミアムが存在しないという前提をおいた場合に、理論値ではのれんの金額は変
わらないという意味である。支配プレミアムが存在する場合は全部のれん方式においても、
のれんの金額は異なりうるが、しかしその差異は支配プレミアムの金額部分のみである。 
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[図表 5-1]のれんと少数株主持分の規定関係 
  
 
 
 
 
 
 のれんや少数株主持分に関する直接的な規定関係はこのようになっていると考えられ、
したがって資産負債から資本を導き出すべきだという資産・負債・資本の規定原則ともい
える Moonitz の主張から、ただちに全部のれん方式を正当化することは難しいと考えられ
る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
識別可能資産 300,000 少数株主持分 300,000 
識別可能資産 700,000 対価 770,000 
の れ ん  70,000 
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第 6 章 結論 
 
 本論文では、少数株主に帰属するのれんの望ましい会計処理方法に関して、全部のれん
方式か購入のれん方式かという観点から考察をおこなった。 
 
 第 1章では、筆者の問題意識として、少数株主持分相当ののれんの会計処理について主
要な会計基準のそれぞれが異なる規定を設けていることを指摘した。また、全部のれん方
式と購入のれん方式は、それぞれどのような論拠に基づいて支持されているのかについて
を簡単に概観し、論点を明らかにした。 
 
第 2章では、主要な会計基準について、それぞれにおけるのれんの取り扱いを詳細にレ
ビューし、現在の会計基準間の相違点を明らかにした。 
 
第 3章では、連結基礎概念の一つである経済的単一体概念に立てば、全部のれん方式を
正当化できるのかという問題意識から、連結基礎概念と少数株主持分相当ののれんとの関
係について検討した。そこでまず第 1 節では、連結基礎概念について体系的に記された
Baxter and Spinney（1975）をレビューし、連結基礎概念とはどのような概念として考え
られてきたものかを明らかにした。次に第 2章では、連結基礎概念と会計主体論とのつな
がりも詳細に検討されている黒川（1998）をレビューし、そしてそれに検討を加えた。そ
の結果、連結基礎概念は会計主体論とは無関係であり、連結基礎概念の議論をするときに
会計主体論を踏まえる必要はないことを確認した。そして第 3節では、経済的単一体概念
によって本当に全部のれん方式が正当化できるのを検討した。ここで、経済的単一体概念
は親会社も子会社も同等で一体のものとして捉えるため、親会社株主も少数株主も同等で
あることを再度確認した。それにも関らず、親会社株主に帰属する親会社ののれんは認識
されない一方で、少数株主に帰属する子会社ののれんは認識されるという全部のれん方式
は、経済的単一体概念の考え方にはそぐわない可能性があることを明らかにした。 
 
第 4章では、全部のれん方式の是非について、のれんという資産の観点から検討をおこ
なった。まず第 1節では、のれんとはいかなるものだと考えられているのかについて、複
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数の観点からのレビューによって確認した。 
第 2節では、少数株主持分相当ののれんの資産性についての検討をおこなうことを目的
とした。そこでまず、企業会計基準委員会より公表された概念フレームワークに基づき、
資産の定義と貸借対照表上での認識規準についてを確認した。その上で、のれんが資産の
定義に合致するかについて検討し、購入のれんについてはこれに合致した。しかし少数株
主持分相当ののれんについては、親会社概念に立てば少数株主持分相当ののれんは資産の
定義を満たしているとはいえず、経済的単一体概念に立った場合に限り、これは資産性を
有すると結論づけた。そして、少数株主持分相当ののれんが貸借対照表上で認識可能なの
かという資産の認識規準について検討した。その結果、当該のれんは企業集団の投資とは
無関係であり、したがってこの企業集団の成果につながるものでもないという考えによっ
て、この認識規準は充足されないとした。つまり、少数株主持分相当ののれんは日本の概
念フレームワークに従った場合において、貸借対照表上で認識することができないもので
あると考えることができる。 
第 3節では少数株主持分相当ののれんと自己創設のれんとの関係についての考察をおこ
なった。そこでまずは、自己創設のれんの定義と、これの計上が禁止している会計思考に
ついて触れた。そこで、会計本来の目的に合致しておらず、また取引に基づいていない自
己創設のれんは、貸借対照表上で認識することはできないことを確認した。その上で、少
数株主持分相当ののれんはこういった自己創設のれんに該当するのかを考察した。これに
ついて経済的単一体概念に立てば当該のれんは自己創設のれんに該当するが、しかし親会
社概念に立てば自己創設のれんには該当しないと考えることができた。ただし親会社概念
に立った場合においても、少数株主持分相当ののれんは実際の取引に基づいていないとい
う点で、当該のれんは自己創設のれんが資産認識できない論拠となっている特徴を有して
いると結論づけた。 
第 4節では、全部のれん方式が他の会計処理との整合性の観点から主張されていること
から、当該主張の正当性に関して検討した。そこでまず全面時価評価法との整合性である
が、親会社株主持分の取り扱いについては度外視する一方で、少数株主持分の取り扱いだ
けを考えて整合性を主張することに疑問を呈した。次に、のれんとのれん以外の資産との
整合性の観点からも検討をおこなった。これは、のれんもそれ以外の資産も、等しく資産
の定義を満たしている以上、これらは同等に扱われるべきだというものである。しかしな
がら、のれんは他の資産とは異なる異質性を有している。そこで、資産の性質によってそ
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の測定だけでなく認識面においても差異が設けられている現行基準を取り上げ、のれんは
他の資産と同様に資産性を有するという理由だけでもって、少数株主持分相当ののれんも
他の資産と同様に認識されなければならないとする論拠の脆弱さを指摘した。 
 
第 5章では、全部のれん方式について、少数株主に帰属するのれんを認識するという資
産面からの検討の他に、少数株主持分を公正価値で測定するという貸借対照表の貸方の面
からも検討する余地があるという考えのもと、少数株主持分の測定方法について検討をお
こなった。そこで、まず第 1節では負債と資本の区分の問題を簡単に概観し、少数株主持
分は資本の側に含まれるものとの前提を置いた。その上で、第 2節では少数株主持分を公
正価値で測定することの是非を検討した。その結果、現在一般に考えられている公正価値
会計モデルにおいてさえも、資本は資産と負債の差額から従属的に導かれるものであり、
資本項目である少数株主持分を公正価値で測定するためには、新たな会計モデルが必要で
あることを指摘した。そして第 3節では、購入のれん方式を採用すれば資本が資産を規定
することになってしまうという、全部のれん方式を支持する論拠について検討した。ここ
では購入のれん方式においてのれんを規定しているのは資本ではなく、対価の測定値だと
結論づけ、本来は資産が資本を規定すべきであり、この因果関係が逆転している購入のれ
ん方式は正当化できないという論拠について否定した。 
 
 以上のように、本論文では少数株主持分を公正価値で測定し、これに帰属するのれんを
も認識するという全部のれん方式についての検討を、連結基礎概念の観点から、のれんと
いう資産の観点から、そして少数株主持分という資本の観点からおこなった。その結果、
本論文で確認した全部のれん方式を支持しているそれぞれの論拠は、その根拠が薄弱であ
ると結論づけることができる。また、全部のれん方式では親会社が自社ののれんを認識し
ないこととの整合性が取れない。換言すれば、仮に全部のれん方式が正しいのであれば親
会社も自社ののれんを認識できることになってしまい、自己創設のれんの計上を禁止して
きた現在まで会計の根本原理に反することになってしまう。したがって、全部のれん方式
は会計処理として肯定できないばかりか、会計の根底にある役割に照らせばリジェクトさ
れるべきものであると考えられる。 
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